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 2013 年末現在、ナイジェリアは、アフリカ最大、石油輸出国機構（Organization of the 
Petroleum Exporting Countries, OPEC）第６位、そして世界第 12 位の産油国である。だが、
同国の産油地帯であるナイジャー・デルタにおいて、石油資源を巡る様々な対立・紛争が歴史





 こうした「石油戦争」それ自体は、2009 年６月に当時の U.M.ヤラドゥア（Umaru Musa 
Yar’Adua）大統領によって、武装解除者には特別恩赦と社会復帰のための資金的支援を与える
















(2) 2015 年３月 28～29 日に実施された大統領選挙では、現職のジョナサン大統領が敗北し、北部カドゥ
ナ州出身のハウサ人でイスラーム教徒の M.ブハリ（Muhammadu Buhari）が当選した。彼は、かつての
連邦軍事政権担当者（1984 年１月３日～1985 年８月 26 日）であるが、この 2015 年の総選挙の詳細とそ
の意義については、別の機会に論じてみたい。なお、本稿で記述する州知事などの役職は、原則として、
2015 年総選挙以前のものである。 



















1960 年 10 月１日の独立後においては、上述の三大部族の権力均衡こそが政治的安定をもた
らすという、「三脚理論」が信仰・実践されてきた。他方では、これがまた、1967 年７月６日
～1970 年１月 12 日に勃発した「ビアフラ戦争」に象徴されるように、三大部族間の中央政界
における権力闘争と、さらには、少数部族による自治権の要求、新州の増設問題などを引き起
こしてきたのである。 
                                                          
(3) ハウサ人とフラニ人は、元来は別個の言語集団であるが、両者の混血・文化融合が歴史的に進んできた
ので——遊牧フラニを別として——、本稿では、一般的な呼称としてはハウサ-フラニ人という呼び名を用
いることにする。Parris, R., The Heritage Library of African Peoples : Hausa, New York, Rosen 
Publishing, 1996, pp.9-12 を参照。 
(4) 言語集団については、Bendor-Samuel, J., “Languages,” in Barbour, K.M., et.al., eds., Nigeria in 
Maps, London, Hodder and Stoughton, 1982, pp.46-49 を参照。 
(5) なお、北部ナイジェリアでは、とりわけ 2009 年７月以降、イスラーム原理主義集団であるボコ-ハラム
（Boko Haram）の武装闘争が過激化している。本稿では、ボコ-ハラムについて論じる余裕がないが、さ
し当り、Walker A., “What is Boko Haram ?,” United States Institute of Peace, Special Report, No.308, 
June 2012, pp.1-16 ； Okpaga, P.A., U.S.Chijioke, and O.I.Eme, “Activities of Boko Haram and 
Insecurity Question in Nigeria,” Arabian Journal of Business and Management Review, Vol.1, No.9, 
April 2012, pp.77-99；Malachy, C.E., “Boko Haram Insurgency : A Northern Agenda for Regime Change 
and Islamization in Nigeria, 2007-2013,” Global Journal of Human Social Science Political Science, 
Vol.13, Issue 5, Version 1.0, 2013, pp.1-12 ；”Boko Haram : The stronger President Jonathan speaks, 
the stronger they act”, Vanguard, 15th November, 2014 を参照。 
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１ ナイジャー・デルタ 









つの植生から構成され、北緯５度 15 分～６度、東経５度４分～６度 25 分に位置している。そ
の総面積はおよそ１万 5000km²で、行政単位としては、バイェルサとリヴァーズの２州がこれ
に含まれる。 
 後者の政治的概念が公式に登場するのは、独立後の 1963 年 10 月１日に施行された「1963
年共和国憲法」においてである(7)。同憲法の第 159 条第１項において、ナイジャー・デルタ開
発局（Niger Delta Development Board, NDDB）の設置が謳われているが、同条第２項では、
NDDB の構成員を「東部州知事の推薦者１名、中西部州知事の推薦者１名、および国会議員の
中から選任されたナイジャー・デルタ出身者１名」と規定している。そして、同条第６項では、
「ナイジャー・デルタ」とは、1959 年８月 26 日に公布された「布告第 34 号」に記載された





その後、新州の増設が相次いで 36 州体制になると、民政移管後の O.オバサンジョ（Olusegun 
Obasanjo）連邦政権——オバサンジョは、1976 年２月 14 日～1979 年９月 31 日まで、連邦軍
事政権を掌握した退役軍人である——により 2000 年７月 12 日に施行された「ナイジャー・デ
                                                          
(6) 地理的状況については、Adalemo, I.A. and J.M.Baba, eds., Nigeria : Giant in the Tropics, Vol.1, 
Lagos, Gabumo Publishing, 1993, pp.45-52；Barbour, K.M., et.al., eds., op.cit., pp.24-25 に詳しい。 
(7) The Constitution of the Federal Republic of Nigeria（以下、The Constitution と略記）1963, Chapter 
XII, Miscellaneous, 159, The Niger Delta Development Board, Lagos, 1st October, 1963, 
(8) Proclamations of the Area of the Niger Delta, S,C.L.N.34 of 1959, 26th August, 1959 を参照。なお、
この布告は、イギリス人最後の第８代総督、J.ロバートソン（James Robertson）によって公布されてい
る。 
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ルタ開発委員会（設立）法」において、改めてナイジャー・デルタの範囲が規定された(9)。同
法は、旧 NDDB と同じく、当該地域の開発を担当するナイジャー・デルタ開発委員会（Niger 











府の数なども多様である。同表から 2006 年の人口数を見てみると、リヴァーズ州の 520 万人
からバイェルサ州の 170 万人まで大きな格差があり、また面積においては、アビア、イモ、お
よびアクワ・イボムの３州が狭く、これらの結果、１km²当りの人口密度も、アビア州の 580
人からクロス・リヴァー州の 134 人までに分散している。 
他方、同表に見られる「地方政府」は、1976 年８月に、当時のオバサンジョ連邦軍事政権に
よって、①人口数 15 万～80 万人の規模を目安として地方政府を新設し、②その評議会議員は
当該住民の直接選挙によって選出する、という「ガイドライン」が出されて発足したもので、




であったが、36 州体制に移行した現在では 774 にまで激増している。 
 この地方政府は、単純な人口数によってではなく、現実には、おおよそ部族・言語集団の単
位によって形成されている。従って、一つの州に地方政府の数が多いということは、部族・言 
                                                          
(9) Federal Republic of Nigeria, Niger-Delta Development Commission (Establishment, Etc) Act, Part 
I, Establishment, Etc, The Niger-Delta Commission and the Governing Board, Abuja, 12th July, 2000 を
参照。 
(10) The Constitution 1999, Chapter VI, The Executive, Part I, Federal Executive, C, Public Revenue, 
162, Distributable Pool Account, Lagos, 5th May, 1999 を参照。 
(11) The Constitution 1979, Chapter I, General Provisions, Part II, Power of the Federal Republic of 
Nigeria, 7, Local Government System, Lagos, 1st October, 1979 を参照。 
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（出所） Obi, C. and S.A.Rustad, eds., Oil and Insurgency in the Niger Delta : Managing the Complex Politics 














 19 世紀後半～20 世紀半ばに至るおよそ１世紀の間、ナイジェリアは世界最大のオイル・パー
ム（西アフリカ原産、学名は Elaeis-guineensis、日本名は油ヤシ）の輸出国であった(12)。オ
イル・パームの理想的な生育のためには、年間 2,032～2,540mm の降雨量と摂氏 35 度前後の
気温、および 90％前後の湿度が必要であり、また、かなりの粘土質の土壌が良いとされている。
すなわち、オイル・パームは熱帯多雨林地帯に典型的な樹木であるが、野生のオイル・パーム
木は、ほぼ４～５年で実を結ぶようになり、11～12 年で成熟に達した後、おおよそ 50 年間は
実を採取できる。オイル・パーム実の採取は年中可能であるが、ナイジャー・デルタでは、10
～11 月に開花のピーク時を迎えるので、その半年後の３～４月が実の採取に忙しい時期になる。 
                                                          
(12) 以下のオイル・パームについては、室井義雄『連合アフリカ会社の歴史：1879～1979 年―ナイジェ
リア社会経済史序説―』同文舘、1992 年、3～22、273～278 頁を参照。 
第１表 ナイジャー・デルタ諸州の基本指標 
 
（注）1) 2006 年センサスによる。2) 2013 年３月時点の月間生産量。 
（出所） (1) National Population Commission, 2006 Population and Housing Census of the Federal Republic of
Nigeria, Priority Tables, Volume I, Abuja, 26th August, 2009, pp.8-9. 
(2) Revenue Mobilisation Allocation and Fiscal Commission, Oil and Gas Production on State by State




1. アクワ・イボム 390 6.8 576 31 15,639 ( 31.1) 32,044 ( 15.8)
2. デルタ 411 17.2 239 25 10,751 ( 21.4) 41,078 ( 20.3)
3. リヴァーズ 520 10.4 498 23 10,691 ( 21.3) 52,488 ( 25.9)
4. バイェルサ 170 9.4 181 8 9,000 ( 17.9) 59,726 ( 29.5)
5. オンド 346 15.2 228 18 1,874 (   3.7) 4,555 (   2.2)
6. エド 323 19.8 163 18 1,027 (   2.0) 5,388 (   2.7)
7. イモ 393 5.2 758 27 550 (   1.1) 5,249 (   2.6)
8. クロス・リヴァー 289 21.6 134 18 423 (   0.8) 1,650 (   0.8)
9. アビア 285 4.9 580 17 354 (   0.7) 623 (   0.3)
　　合　計 3,127 110.5 373 185 50,309 (100.0) 202,801 (100.0)
地方政府 1)
ヵ所万人
原油生産量 2) 天然ガス生産量 2)
1,000バーレル(%) 1,000立方フィート(%)
人口数 1) 面積 1) 人口密度 1)
1,000km² 人/km²

















 ナイジェリアにおけるオイル・パームの主産地は、海岸線から南北幅 160～240km のベルト





















民地支配の下で、連合アフリカ会社（United Africa Company Ltd.）を初めとするイギリス系
商社によって独占的に支配されていくことになるが、ナイジェリア人小農による生産は、１世
紀以上も続けられてきた。第３表に見られるように、独立直前期の 1958～60 年において、ナ
第２表 イギリス油脂工業における原料の使用：1927～1935 年 
 
（注）＊500 トン未満 
（出所） Usoro, E.J., The Nigerian Oil Palm Industry : Government Policy and Export 
Production, 1906-1965, Ibadan, Ibadan University Press, 1974, pp.18-19 より
作成。 
A. 石鹸工業
　　　植物性油脂 56.9 58.4 55.2 50.5 57.5
　　　　　パーム油 25.0 23.2 19.1 20.9 26.8
　　　　　パーム核 21.3 17.4 16.5 14.1 15.4
　　　　　ココナッツ 3.7 6.8 7.2 6.8 8.3
　　　　　落花生 0.5 0.5 1.0 0.5 2.2
　　　　　その他 6.4 10.5 11.4 8.3 4.8
　　　動物性油脂 43.1 41.6 44.8 40.4 34.2
　　　　　獣脂 37.3 33.7 34.0 28.6 16.7
　　　　　鯨油・魚油 5.3 7.4 10.3 11.3 16.6
　　　　　その他 0.5 0.5 0.5 0.5 0.9
　　　樹脂 - - - 9.1 8.3
　　合　計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
　　　（1,000トン） (188) (190) (194) (220) (228)
B. マーガリン工業
　　　植物性油脂 68.8 71.3 67.6 54.7 52.1
　　　　　ココナッツ 31.2 35.1 31.8 20.4 23.2
　　　　　パーム核 16.6 7.0 7.4 9.9 12.0
　　　　　落花生 12.1 19.3 19.6 8.6 5.6
　　　　　大豆 7.6 2.3 5.4 9.9 9.2
　　　　　パーム油 * * * * 2.1
　　　　　その他 1.3 7.6 3.4 5.9 -
　　　動物性油脂 31.2 28.7 32.4 45.3 47.9
　　　　　鯨油 19.1 18.7 24.3 38.8 41.5
　　　　　牛脂 9.6 2.3 6.1 5.9 5.6
　　　　　その他 2.5 7.7 2.0 0.6 0.8
　　合　計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
　　　（1,000トン） (157) (171) (148) (152) (142)
1927 1929 1931 1933 1935
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％、1,000トン）






原油を発見したのは、シェル石油（Royal Dutch Shell Petroleum Company Ltd.）と英国石
油（British Petroleum Company Ltd.）が対等の出資比率で 1937 年に設立した、シェル/ダー
シー石油開発会社（Shell/D’Arcy Petroleum Development Company of Nigeria Ltd.）である。
同社は、1938 年 11 月に植民地政府からナイジェリア全土を対象とする石油探査権（Oil 
                                                          
(13) ナイジェリアにおける初期の石油開発については、室井義雄「ナイジェリアの石油政策と国際石油資本」
（『アジア経済』第 23 巻第６号、1982 年６月、所収）48～55 頁を参照。 
第３表 植物性油脂原料の世界輸出：1934～1960 年 
 
（出所） United Africa Company Ltd., Statistical and Economic Review, London, No.25, March 
1961, pp.51-52 ; No.26, October 1961, p.44 より作成。 
 
1,000トン ％ 1,000トン ％
パーム油 
　　アフリカ 238 54.1 374 67.4
　　　 ナイジェリア 135 30.7 177 31.9
　　 　ベルギー領コンゴ 59 13.4 168 30.3
　　他の地域 202 45.9 181 32.6
　　　 インドネシア 168 38.2 111 20.0
　　　 マラヤ 34 7.7 70 12.6
　　世界合計 440 100.0 555 100.0
パーム核 
　　アフリカ 296 94.0 366 93.8
　　　 ナイジェリア 148 47.0 194 49.7
　　 　ベルギー領コンゴ 35 11.1 70 18.0
　　　 仏領西アフリカ 36 11.4 39 10.0
　　　 シエラ・レオネ 33 10.5 26 6.7
　　世界合計 315 100.0 390 100.0
落花生 
　　アフリカ 334 41.1 627 78.9
　　　 仏領西・赤道アフリカ 189 23.2 275 34.6
　　 　ナイジェリア 97 11.9 232 29.2
　　他の地域 479 58.9 168 21.1
　　　 中国 107 13.2 78 9.8
　　世界合計 813 100.0 795 100.0
1934～38年平均 1958～60年平均
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Exploration License）を獲得した後、各地で地質調査や物理探査を繰り返してきた。 
第二次世界大戦後になると、同社は、1951 年に石油探査権を南部の約５万 8000 平方マイル
の有望地に限定しつつ、残りの石油探査権を返上した。そして、1953 年 11 月、ナイジャー・
デルタ中心部のアカタ（現リヴァーズ州）において、採算には合わなかったものの、初めて原
油を掘り当てた。このため、同社は、さらに 1955 年１月、石油探査権をナイジャー・デルタ
地帯の約２万 3000 平方マイルに集中させて 12 鉱区の石油試掘権（Oil Prospecting License）
に切り替え、上述の商業量の発見に至ったのである。 
シェル/ダーシー石油開発会社は、1956 年４月、英国石油の資本参加を明確にするため、社
名をシェル/BP 石油開発会社（Shell/BP Petroleum Development Company of Nigeria Ltd.）
に変更するとともに、翌 1957 年１月には、約１万 6000 平方マイルに及ぶ８鉱区の石油試掘権
を追加獲得した。そして、同 1957 年 12 月に、オロイビリからクグボ・クリークまでの７マイ
ル間に最初のパイプライン（直径８インチ）を敷設し、さらに翌 1958 年３月には、クグボ・
クリークからポート・ハーコート港までの 57 マイル間に直径 10 インチのパイプラインを完成
させて、ナイジェリアから初めて原油を輸出した。この 1958 年の輸出量は、イギリス向け 10
万 3574 トン、ベネルックス３国向け 14 万 1420 トン、合計 24 万 4994 トン（日産換算で約
5,100 バーレル）で、輸出価格はトン当り４ポンド（バーレル当り約 2.01 ドル）、つまり、原
油の輸出収入は 97 万 9976 ポンドであった。 





















 ナイジェリアでは、1950 年代半ば以降になると、独立に向けた動きが加速化され、1957 年
５～６月、ロンドンで制憲会議が開催された(14)。この制憲会議には、当時のナイジェリアの主
要政党である、北部人民会議（Northern People’s Congress, NPC）、ナイジェリア・カメルー
ン国民会議（National Council of Nigeria and the Cameroons, NCNC）、および行動党（Action 
                                                          
(14) 1957 年の制憲会議については、Burns, A., History of Nigeria, London, G. Allen and Unwin, 1955 (6th 
ed., 1963), pp.255-256 を参照。  
第４表 ナイジェリア原油と石油収入：1970～1985 年 
 
（注） 1) ボニー・ライトの毎年１月時点の価格で、『Petroleum Economist』誌は、1970 年は基本公示価格、




（出所）(1) Nigerian National Petroleum Corporation, Annual Statistical Bulletin 2005, Abuja, 2006, p.47. 
(2) Petroleum Economist, London, 各月号。 
(3) Central Bank of Nigeria, Statistical Bulletin, Golden Jubilee Edition, Abuja, 2008, pp.91-93、205-206
より作成。  
年
1970 108.4 105.1 2.2 4.1 57.6 26.3
1971 153.1 148.6 2.42 9.2 73.7 43.6
1972 181.8 177.8 3.18 11.7 82.0 54.4
1973 205.6 198.6 3.56 22.0 83.1 59.9
1974 225.6 218.0 14.69 89.0 92.6 82.1
1975 178.5 172.0 11.66 66.0 92.6 77.5
1976 207.1 201.3 13.71 85.0 93.6 79.3
1977 209.9 203.9 15.29 96.0 92.7 75.6
1978 189.7 182.8 15.18 82.0 89.1 61.8
1979 230.5 224.3 15.73 166.0 93.8 81.4
1980 205.5 191.3 34.50 234.1 96.1 81.2
1981 144.0 122.7 40.02 167.1 96.9 64.4
1982 129.0 100.4 36.52 130.9 97.5 68.3
1983 123.6 93.5 35.52 101.6 96.0 69.0
1984 138.8 109.4 30.02 114.5 97.3 73.5











－ 12 － 
Group, AG）の代表が出揃った。これらの政党は、各々、北部のハウサ-フラニ人、東部のイボ
人、そして西部のヨルバ人を主要メンバーとする政党である。 



























                                                          
(15) 「ウィリンク委員会」の勧告については、Colonial Office, Report of The Commission Appointed to 
Enquire into The Fears of Minorities and the Means of Allaying Them, London, Her Majesty’s 
Stationery Office, 30th July, 1958, pp.88-108 を参照。 














第５表に見られるように、３州体制で独立したナイジェリアは、その後 1963 年８月～1996 年
10 月に至る 33 年間に、合わせて６回もの州体制の変更が行なわれてきたのである。 




立後の 1964 年に勃発した、ヨルバ人の政党 AG の内紛騒ぎに乗じて実現している。すなわち、
1964 年２月の AG の党大会において、フラニ人でイスラーム教徒のバレワが主導する内閣には
参加すべきではないと主張した O.アウォロウォ（Obafemi Awolowo）が、連邦政府内での政治







ビアフラ戦争の勃発を契機として実現した。すなわち、1967 年５月 27 日、東部州議会が同州
知事の C.O.オジュクゥ（Chukwuemeka Odumegwu Ojukwu）陸軍中佐に対して、「ビアフラ
共和国」の建国を宣言するよう委託した。これと同じ日に、Y.ゴウォン（Yakubu Gowon）連








第５表 ナイジェリアにおける新州の増設：1963 年８月９日～1996 年 10 月１日 
 
（注）＊、＋、＃：州増設の継承関係（分離・合併）を示す。①1991 年８月 17 日：ベヌエ州とクワラ州の各々一部
が分離し、ナイジャー州に合併。②1996 年 10 月１日：クワラ州の一部が分離し、ナイジャー州に統合。ベヌ
エ州の一部が分離し、コギ州に統合。エヌグ州とアビア州の各々一部が分離し、エボニィ州を新設。 
（出所）(1) Africa Research Bulletin : Political Social and Culrural Series, Exeter, 各月号。 
(2) Oyewole,A.and J.Lucas, Historical Dictionary of Nigeria, 2nd ed., Lanham, The Scarecrow Press, 2000
より作成。 
1960年10月1日 1963年8月9日 1967年5月27日 1976年2月3日 1987年9月23日 1991年8月27日 1996年10月1日～
（独立・３州体制） （４州体制） （12州体制） （19州体制） （21州体制） （30州体制） （36州体制）
  1.北部   1.北部   1.北西部   1.ソコト   1.ソコト   1.ソコト   1.ソコト
          2.ザムファラ
  2.ケビ   3.ケビ
  2.ナイジャー   2.ナイジャー   3.ナイジャー *+   4.ナイジャー *
  2.クワラ   3.クワラ   3.クワラ   4.クワラ *       5.クワラ
  5.コギ   6.コギ +
  3.ベヌエ・プラトー   4.ベヌエ   4.ベヌエ   6.ベヌエ +　　   7.ベヌエ
       5.プラトー   5.プラトー   7.プラトー   8.プラトー
    9.ナッサワラ
  4.カノ   6.カノ   6.カノ   8.カノ 10.カノ
  9.ジガワ 11.ジガワ
  5.北東部   7.ボルノ   7.ボルノ 10.ボルノ 12.ボルノ
     11.ヨベ 13.ヨベ
  8.バウチ   8.バウチ 12.バウチ 14.バウチ
15.ゴムベ
  9.ゴンゴラ   9.ゴンゴラ 13.アダマワ 16.アダマワ
14.タラバ 17.タラバ
  6.北央部 10.カドゥナ 10.カドゥナ 15.カドゥナ 18.カドゥナ
     11.カッチナ 16.カッチナ 19.カッチナ
　2.西部 　2.西部   7.ラゴス 11.ラゴス 12.ラゴス 17.ラゴス 20..ラゴス
      8.西部 12.オンド 13.オンド 18.オンド 21.オンド
22.エキティ
13.オグン 14.オグン 19.オグン 23.オグン
14.オヨ 15.オヨ 20.オヨ 24.オヨ
21.オスン 25.オスン
  3.中西部   9.中西部 15.ベンデル 16.ベンデル 22.エド 26.エド
         23.デルタ 27.デルタ
　3.東部 　4.東部 10.東央部 16.アナムブラ 17.アナムブラ 24.アナムブラ 28.アナムブラ
25.エヌグ # 29.エヌグ
30.エボニィ #
    17.イモ 18.イモ 26.イモ    31.イモ
     27.アビア # 32.アビア
11.リヴァーズ 18.リヴァーズ 19.リヴァーズ 28.リヴァーズ 33.リヴァーズ
34.バイェルサ
12.南東部 19.クロス・リヴァー 20.クロス・リヴァー 29.クロス・リヴァー 35.クロス・リヴァー
     21.アクワ・イボム 30.アクア・イボム 36.アクワ・イボム
連邦首都領（ラゴス） 連邦首都領（ラゴス） 連邦首都領（ラゴス） 連邦首都領(アブジャ） 連邦首都領(アブジャ） 連邦首都領(アブジャ） 連邦首都領(アブジャ）















（注）1)人口数は 1991 年センサスによる。2)ハイフンの後は亜集団を示す。3) 「n.a.」は不明。 
（出所）(1) Alagoa, E.J. and T.N.Tamuno, eds., Land and People of Nigeria : Rivers State, Port Harcourt, 
Riverside Communications, 1989, pp.42-51. 
(2) National Population Commission, Federal Republic of Nigeria : 1991 Population Census, Provisional 
Results, Lagos, 6th May, 1992, p.22 より作成。 
 
A. 新バイェルサ州
　　　1. サウス・イジョ オポロマ 247 イジョ-イゾン
　　　2. サグバマ サグバマ 114 イジョ-イゾン
　　　3. エケレモール エケレモール 124 イジョ-イゾン
　　　4. ノース・イジョ イェナゴア 162 イジョ-イゾン、イジョ-インランド、エドイド
　　　5. ブラス ネムベ 383 イジョ-オルマ、イジョ-ネムベ、イジョ-アカッサ、
セントラル・デルタ-クグボ・オグビア、セントラル・デルタ-オグボゴロ
　　　6. オグビア オグビア n.a. 3) セントラル・デルタ
B. 新リヴァーズ州
　　　7. アサリ-トル ブグマ 143 イジョ-インランド
　　　8. アクク-トル アボンネマ 90 イジョ-インランド
　　　9. デゲマ デゲマ 84 イジョ-カラバリ、イジョ-ビレ、セントラル・デルタ-オグブロヌアグム、エドイド
　　 10. アブア-オドゥアル アブア 131 セントラル・デルタ
　　 11. オビオ-アクポール ルムオド-マンヤ 239 セントラル・デルタ
　　 12. ポート・ハーコート ポート・ハーコート 407 セントラル・デルタ-オブロム、イジョ-オクリカ、イグボイド-イケウェレ
　　 13. エムオハ エムオハ 153 イグボイド
　　 14. オグバ-エグベマ-ンドニ オモク 175 イグボイド
　　 15. エチェ オケヒ 211 イグボイド-イクウェレ、イグボイド-エチエ、
　　 16. イクウェレ イシオクポ 115 イグボイド-イクウェレ、イグボイド-エチエ、
　　 17. アホアダ アホアダ 178 イグボイド-エクペイェ、イグボイド-オグバー、イグボイド-ンドニ、
セントラル・デルタ-アブアン、エグベマ
　　 18. タイ-エレメ ンチア 119 イジョ-オクリカ、イボ、オゴニ
　　 19. ゴカーナ クポール 142 オゴニ
　　 20. カーナ ボリ 254 オゴニ
　　 21. オクリカ オクリカ 248 オゴニ、イボ
　　 22. アンドニ-オポポ ニゴール 203 ローワー・クロス
　　 23. ボニー ボニー 62 イジョ-イバニ、ンコロ、イボ、ローワー-クロス


























１ 「12 日間の共和国」 
 ナイジェリアの独立後、ナイジャー・デルタで最初に反政府闘争を行なった人物として知ら
れているのは、イジョ人の I.A.ボロ（Isaac Adaka Boro）である(16)。彼は、1938 年９月 10 日、
最初の商業量の原油が発見されたオロイビリの町で生まれた。彼の父はミッション・スクール
の校長をしていたが、彼自身もヌスカのナイジェリア大学に進学し、学生運動の議長になった。
その後、彼は教員や警察官などを務めた後、ナイジャー・デルタ義勇軍（Niger Delta Volunteer 
Force, NDVF）を結成し、イジョ人の青年を中心とする 150 人ほどの兵士とともに、タイラー・
                                                          
(16) 以下のボロについては、Davis, S., The Potential for Peace and Reconciliation in the Niger Delta, 
Coventry, Coventry Cathedral, February 2009, pp.55-56；International Crisis Group, The Swamps of 
Insurgency : Nigeria’s Ｄelta Unrest, Dakar, Africa Report No.115, 3rd August, 2006, p.2；Frynas, J.G., 
Oil in Nigeria : Conflict and Litigation between Oil Companies and Village Communities, London, Lit 
Verlag, 1993, p.46 を参照。 
－ 17 － 
クリークに軍事キャンプを設営した。 
NDVF は、ボロ、S.オウォナル（Sam Owonaru）、および N.ディック（Nottingham Dick）




る NDVF の指導部は、ポート・ハーコートでの略式裁判により死刑の判決を受けた。 
ところが、他方では、1966 年１月 15 日の未明にイボ人の中堅将校を中心とする軍事クーデ
ターが勃発し、多数のハウサ-フラニ人の高級将校が殺害された。これに対しては、同じくイボ
人の J.T.U.アギー-イロンシ（Johnson Thomas Umunankwe Aguiyi-Ironsi）陸軍少将が反乱



















 ２ オゴニ人生存運動 
 広い意味では、オゴニ人の運動も、ボロの影響を受けていると思われる。ただし、オゴニ人
－ 18 － 
の運動は大衆的であり、非暴力主義を掲げていた(17)。 
 1980 年代末～1990 年代初頭は、旧ソ連・東欧諸国を初めとして、政治の民主化が世界的に
高揚した時期である——いわゆる「政治の民主化」と「経済の自由化」の時代の到来——。ナ
イジェリアにおいても、独立後第６回目の軍事クーデターにより 1985 年８月 30 日に連邦軍事
政権を掌握した、北部ナイジャー州の出身でハウサ人の I.B.ババンギダ（Ibrahim Badamasi 
Babangida）陸軍少将が、早くも翌 1986 年１月 13 日には民政移管へのスケジュールを公表し
ていた。 
こうした内外の状況変化の中で、サロ-ウィワを中心とするオゴニ人の運動が高揚していった。






その後、1990 年８月 26 日にオゴニ人生存運動（Movement for the Survival of the Ogoni 
People, MOSOP）が結成されると、サロ-ウィワはその中心的な活動家になった。そして 1992
年 12 月、サロ-ウィワたちは、ナイジェリア最大の産油会社であるシェル石油と、同社と合弁










                                                          
(17) 以下のオゴニ人生存運動については、Osaghae, E.E., “The Ogoni Uprising : Oil Politics, Minority 
Agitation and the Future of the Nigerian State,” African Affairs, Vol.94, No.376, July 1995, pp.325-344；
Ibeanu, O.O., Insurgent Civil Society and Democracy in Nigeria : Ogoni Encounters with the State, 
1990-1998, Kano, Centre for Research and Documentation, 1999, pp.1-25；Human Rights Watch, 
Nigeria : The Ogoni Crisis, A Case-Study of Military Repression in Southeastern Nigeria, New York, 
July 1995, pp.1-44；MOSOP, Oils of Injustice, Bori, 2005, pp.1-11；Do., Whither Ogoni : Shell 
Reconcilation ? , Bori, 2006, pp.1-40 を参照。 
－ 19 － 
MOSOP の抗議行動は、1993 年６月の大統領選挙のボイコット運動でピークに達したが、






その後、1994 年５月 21 日、制憲議会議員候補で保守派の４名のオゴニ人指導者が自動車の
中で焼死体となって発見された。その殺害容疑によって、サロ-ウィワを含む 16 名の MOSOP
活動家が逮捕・投獄された。そして、１年半の獄中生活の後、1995 年 11 月 10 日に他の８名
とともに、当時のアバチャ連邦軍事政権によって処刑された(18)。 
なお、この間、1993 年８月 26 日に民政移管が実現して、ラゴス州の出身でヨルバ人の実業
家である E.A.O.ショネカン（Ernest Adegunle Oladeinde Shonekan）が大統領に就任してい










 サロ-ウィワたちが求めていたものは、MOSOP によって 1990 年８月 26 日に採択された「オ
ゴニ権利章典」（Ogoni Bill of Rights）に集約されている。付表１に見られるように、彼らの
主張は、おおよそ次の様である。すなわち、①産油地帯のオゴニ・ランドにはおよそ 50 万人
のオゴニ人が生活しているが、油田の開発により多くの農地を失い、また生態系が破壊されて
きた。②過去 30 年間に、300 億ドル以上の石油収入がもたらされてきたにも拘らず、オゴニ
                                                          
(18) 筆者は、1994～95 年に本学の長期在外研究員としてラゴスに滞在していたが、獄中のサロ-ウィワから
のメッセージを掲載した週刊誌を現地で入手している。”I will Fight On”, Tell, 5th June, 1995, pp.13-14
を参照。 
(19) ショネカンは、前述の UAC の後身会社であるナイジェリア UAC 社（UAC of Nigeria Plc.）の社長に
就任していたが、1986 年 11 月に同社を訪れた筆者は、同氏から貴重な諸資料を入手することができた。 
(20) 『朝日新聞』1995 年 11 月 12 日。 




の「オゴニ権利章典」は、ナイジェリア連邦政府、国連人権委員会（United Nations Commission 
























                                                          
(21) Saro-Wiwa, Ken,On a Darkling Plain : An Account of the Nigerian Civil War, Port Harcourt, Saros 
International Publishers, 1989, p.239. 
(22) 以下の武装集団の結成については、Hazen, J.M. and J. Horner, Small Arms, Armed Violence, and 
Insecurity in Nigeria : The Niger Delta in Perspective, Geneva, Small Arms Survey, Occasional Paper 
No.20, October 2007, pp.1-155；Davis, S., op.cit., pp.59-83 を参照。 




民政移管に向けた 1999 年１月の大統領選挙では、人民民主党（People’s Democratic Party, 
PDP）から出馬したオバサンジョが当選した。すでに触れたように、オバサンジョは、かつて
の軍政時代に国家元首を務めた退役軍人である。また、彼の対抗馬として、全人民党（All 






ア人民党（All Nigeria People’s Party, ANPP）の大統領候補者である、北部カドゥナ州出身の
ハウサ人でイスラーム教徒のブハリもまた、かつての連邦軍事政権担当者である(23)。さらに、
                                                          
(23) なお、すでに触れたように、その後 2015 年３月 28～29 日に実施された民政移管後第５回目の大統領
選挙では、ブハリは、全進歩会議（All Progressives Congress, APC）から出馬して当選している。APC
は、与党の PDP に対抗するため、主要野党の大同団結によって、2013 年２月に結成された新政党である。
この 2015 年の大統領選挙結果については、Independent National Election Commission, Results for 2015 
Presidential Elections, Abuja（http://www.inecnigeria.org/, 2015 年４月４日にアクセス）を参照。 
 
第７表 第四共和政下の総選挙：1999～2003 年 
 




人民民主党(PDP) 21 59 206 63.0 1,869
全人民党(APP) 9 29 74
民主同盟(AD) 6 20 68
空席 0 1 12 - - -
　合　計 36 109 360 2 100.0 2,980
人民民主党(PDP) 28 76 223 61.9 2,446
全ナイジェリア人民党(ANPP) 7 27 96 32.2 1,271
民主同盟(AD) 1 6 34 - - -
全進歩大同盟(APGA) 0 0 2 3.3 130
その他 0 0 6 17 2.6 101
空席 0 0 1 - 0.0 0















－ 22 － 




その後、北部ソコト州出身のフラニ人でイスラーム教徒の S.A.U.シャガリ（Shehu Aliyu 
Usman Shagari）文民政権時代の 1982 年６月に特別恩赦を受けて、12 年半ぶりに帰国してい
た。 
この 2003 年の総選挙では、PDP が州知事、連邦上・下両院選挙のいずれにおいても圧勝し
た。2003 年４月に実施された大統領選挙は合計 20 政党の間で戦われたが、オバサンジョ大統








2003 年４月～５月の総選挙時には、与党 PDP の全国議長を務めていた T.アネニヘ（Tony 





事で PDP 党員の P.オディリ（Peter Odili）の意向を受けた、当時は同州国務長官の職にあっ
た A.セキボ（Abiye Sekibo）が、イジョ青年会議（Ijaw Youth Council, IYC）の議長をしてい
た M.D.アサリ（Mujahid Dokubo Asari）と、同じくイジョ人の青年組織であるアイスランダー
（Icelandar）議長の A.トム（Ateke Tom）に、オディリ州知事の再選に向けた選挙協力と身
辺の護衛を依頼して、多額の運動資金と武器を手渡した。アサリがデゲマ、アクク-トル、およ
                                                          
(24) 例えば、2007 年４月に実施された民政移管後第３回目の総選挙時には、2007 年１月 13 日～３月 31
日にかけて、党内対立を含む選挙がらみの抗争事件が合計 478 件も発生し、200 名が殺害されたとの報告
がある。Hazen, J.M. and J. Horner, op.cit, p.61；International Crisis Group, Nigeria : Failed Elections, 
Failing State ?, Brussels, Africa Report No.126, 30th May, 2007, p.i を参照.。 
(25) Davis, S., op.cit., p.61. 
－ 23 － 
びアサリ-トル地区、トムがオクリカ、オグ-ボロ、およびポート・ハーコート地区を各々分担
して警備するという契約であった。アサリとトムは、この運動資金をもって、さらにアバの武






イジャー・デルタ人民義勇軍（Niger Delta People’s Volunteer Force, NDPVF）を結成して議
長に就任した。他方、トムもアサリからは離れて、アイスランダーを改称したナイジャー・デ








存在しているが、国軍・警察合同部隊（Joint Task Force, JTF）幹部のある陸軍准将が 2007
年７月に作成した内部文書では、同図に見られるナイジャー・デルタ解放運動（Movement for 







イジョ青年会議派で注目されるのは、その結成当初の理念である。IYC は、1998 年 12 月 11
日、バイェルサ州のカイアマで開催されたイジョ人青年組織の全国会議で設立されたが、それ 
                                                          
(26) Brief for Chief of Defence Staff, Warri, July 2007（http://www.adakaboro.org/, 2014 年８月 29 日に
アクセス），pp.2-3. 
(27) 以下の武装集団については、Hazen, J.M. and J. Horner, op.cit., pp.6-23, 72-87, 109-135 を参照。 































（出所）Hazen, J.M. and L.Horner, Small Arms, Armed Violence, and Insecurity in Nigeria : The Niger Delta in 















































































デルタの両州に 1 万 5000 名の JTF と海岸部に２隻の軍艦を派遣することをもって、これに応
じた。 



























NDPVF を支持する政治的基盤は、未登録のナイジャ ・ーデルタ人民救済前衛党（Niger Delta 
People’s Salvation Front, NDPSF）であるが、NDPVF のメンバーの多くは、IYC あるいは
NDVS から分派したグリーンランダー（Greenlander）などから移籍した者である。NDPVF
は、5,000 名の兵士を抱えていると公言していたが、2004 年 9 月 29 日に「石油戦争」を宣言
したアサリが、その後 2005 年９月 20 日に逮捕・投獄されると、アサリの奪還を目指して、よ
り激しい武闘を志向する改革派（Reformed）とクリーク派（Creeks）が分派した。その後、






                                                          
(28) 以上の 1999 年の事件については、Davis, S., op.cit., pp.62-63 を参照。 
(29) Hazen, J.M. and J. Horner, op.cit., p.127. 
－ 27 － 
(iii) ナイジャー・デルタ解放運動（MEND） 








る。彼の弟の C.オカー（Charles Okah）の話によると、兄オカーは、19 歳で初めて母の故郷
を訪れた時、ラゴスでの豊かな生活と故郷の悲惨な状況との格差に愕然として、ナイジャー・
デルタの闘争に参加するようになったという(31)。オカーの MEND 創設当時の年齢は 40 歳で




NDPVF あるいは NDVS から分派したアウトローズ（Outlaws）以外にも、グリーンランダー、
合同革命評議会（Joint Revolutionary Council, JRC）、ナイジャー・デルタ軍事行動連合
（Coalition for Militant Action, COMA）、殉教者旅団（Martyrs Brigade）などと連携・共闘
しており——これらの諸組織の実態は必ずしも明らかではないが——、ナイジャー・デルタに
おける武装集団の一大ネット・ワークを形成しているものと思われる(33)。上述の JTF が MEND
を「ナイジャー・デルタでの最強軍団」と位置付けている所以である。 
(iv) ディーバム 
2003 年７月の NDPVF の結成に参加した有力な武装集団の一つとして、ディーバムが挙げ
られる。ディーバムは、1983 年にクロス・リヴァー州のカラバル大学で結成された、在郷友愛
                                                          
(30) 例えば、”Henry Okah freed, jets out tomorrow for medical care,” Vanguard, 14th July, 2009 を参照。 
(31) Africa Confidential, Who’s Who（http://www.africa-confidential, 2014 年９月１日にアクセス）を参
照。 
(32) Hazen, J.M. and J. Horner, op.cit., p.124；Hanson, S., MEND : The Niger Delta’s Umbrella Militant 
Group, New York, Council on Foreign Relations, 22 March, 2007, pp.1-5. 
(33) Hazen, J.M. and J. Horner, op.cit., p.80； Ikelegbe, A., “Popular and Criminal Violence as 
Instruments of Struggle in the Niger Delta Region,” in Obi, C. and S.A. Rustad, eds., Oil and 
Insurgency in the Niger Delta, London, Zed Books, 2011, p.128 を参照。なお、MEND 自体が合同革命評
議会（JRC）の傘下にあるとも言われているが、この JRC の実態が不明である。おそらく、JRC は、武装
闘争を現実に担う組織体ではなく、複数の武装集団のリーダーや幹部から構成される、連絡・調整のため
の会議体ではないかと推測される。 
－ 28 － 
組織であるクランズメン協会（Klansmen Konfraternity, KK）を源流とするものである。この




10 年間、このディーバムの運営に携わっていたが、2003 年 10 月、トム指揮下の NDVS によっ








ディーバムは、その勢力をデゲマ地区で 5,500 名、ポート・ハーコートで 6,000 名と公言し
ていたが、実態は不明である。ただし、タイタンズ（Titans）や G12 などの分派が生じている



























メンバーの一部は NDPVF に合流していった。 
(vi) アウトロ－ズ 
アウトローズは、トムの率いる NDVS から分派して、MEND の結成に参加した。すでに触
れたように、アイスランダーは、2003 年７月に NDVS に改称したが、2004 年末、抗争相手の












ナイジャー・デルタ襲撃軍（Niger Delta Strike Force, NDSF）は、2007 年の総選挙後の同




                                                          
(34) Davis, S., op.cit., pp.70-74；Hazen, J.M. and J. Horner, op.cit., pp.130-132. 
－ 30 － 
ら離れたアサリは、同年７月に NDPVF を創設していたが、その１年後にはかなりの勢力を誇
る武装集団に成長していた。2004 年９月、アサリはトムと一時的な休戦協定を結びつつ、













自の NDSF を創設するに至ったのである。 
リヴァーズ州のカラバリを主たる活動拠点とする NDSF の闘争理念は、ナイジャー・デルタ
の人々の人権擁護であり、この点、IYC の伝統を引き継いでいる。ただし、組織の規模は小さ
く 60 名程度と推測され、ファラー以外に名前の知られているメンバーは、当時 14 歳の L.ドン
（Last Don）だけであるとも言われている(36)。 
NDSF の主な資金源は盗油とその販売であるが、2007 年４月のリヴァーズ州知事選挙時に








のアサリ、MEND のオカーとともに、連邦政府や JTF にとっては、「３大お尋ね者」の一人で
                                                          
(35) “They paid for our Guns : Asari Dokubo,” Elendu Reports, 14th November, 2005. 
(36) Hazen, J.M. and J. Horner, op.cit., p.131. 
－ 31 － 
あった。 





アイスランダーは、同じく SVC の支部組織として G.ピドムソン（Gabriel Pidomson）の指揮
下で 1999 年末に結成されていた、ディーウェルのメンバーの一部と合流しつつ、SVC の支部

















団というイメージを変えて新規の兵士を調達するため、総選挙後の 2003 年７月に、やはり SVC
の支部組織であったエレゲムフェイス（Elegemface）の一部のメンバーを取り込みつつ、NDVS
に改組・改称した。 
だが、NDVS は、2005 年にトムに逮捕状が出て彼が地下に潜ったこともあり——彼は 2008
年３月 11 日に逮捕・拘束されている——、また、上述のアウトローズ以外にも、グリーンラ
ンダーが分派して新組織を結成したため、一時、その勢力を減退させたとも言われているが、
                                                          
(37) Ibid., p.120. 
－ 32 － 












NDVS 派と IYC 派の流れを汲む諸集団との抗争が最も多い。 
 このうち、村民・部族同士の抗争事件を見てみると、1999 年１月～2012 年 12 月までの 14

















                                                          
(38) 本文第８表（後掲）に示した出所から算出。 









（Defence Industires Corporation of Nigeria, DICN）が 1964 年に北部のカドゥナで設立され
ていたが、同公社はその後ほとんど休眠状態になっていたからである。このため、ナイジャー・
デルタでの武装闘争が激化した 2006 年に、オバサンジョ大統領はこの DICN の復興のために
10 億ナイラ（約 800 万ドル）を投じた。さらに、2007 年度予算案では、DICN に対して４億
1370 万ナイラ（約 330 万ドル）の予算が組まれたが、しかし、その３分の２は DICN の社員
の給与などに消えてしまう。DICN 自身は、カラシニコフ AK-47 型ライフル銃などの生産能力
は 70％にまで回復したと述べているが、その実態は不明である。また連邦政府は、2007 年初
頭に、ナイジャー・デルタの武装集団を制圧するため、20 億ナイラ（約 1,600 万ドル）相当の
小型武器を輸入すると発表している。 
他方、ナイジェリアの警察組織としては、連邦警察が存在するだけあり、全ての警察官は連




持つ 10 ヵ所の地区警察が設置される。さらにその下に、各々11 ヵ所の警察署が配置され、最
後に、多数の交番が設置されている。民政移管後、ナイジェリア全土における連邦警察力は、
1999 年の 16 万人から 2007 年には 30 万人に増強されているが、上記のような高度に中央集権
化された位階的組織のため、逆に、その機動性を欠いているとも言われている。 
 この連邦警察が保有する小型武器類は、2006 年時点において、カラシニコフ AK-47 型など
の各種ライフル銃が６万 5000 丁、リボルバー38 型などのピストル類が 8,524 丁、およびライ
フル銃の弾薬が 18 万 4000 発と推定されているが、連邦警察の幹部は、向う 5 年間に、さらに
                                                          
(39) 以下の小型武器については、Hazen, J.M. and J. Horner, op.cit., pp.25-51 を参照。 
(40) The Constitution 1999, Chapter VI, The Executive, Part III, Supplemental, B, Nigeria Police Force, 
214, Establishment of Nigeria Police Force,～216, Delegation of Powers to the Inspector General of 
Police, Abuja を参照。 
－ 34 － 

















た時点で窺い知ることができるが、上述の 2004 年 10 月のオディリ州知事との和平時に
NDPVF のアサリが引き渡した小型武器類は、急襲用ライフル銃（ソ連製 AK-47、チェコ製
SA-Vz58、ドイツ製 HK-G3、フランス製 FN-FAL）が 778 丁、散弾銃 19 丁、軽機関銃（イタ
リア製 Beretta-12S、フランス製 MAT-49、チェコ製 Model-26、イギリス製 Sten-MK2）が
12 丁、機関銃（チェコ製 Model-59、ドイツ製 MG-36）が３丁、狩猟用ライフル銃が３丁、短





 これらの小型武器類のうち、ソ連製 AK-47（1947 年式カラシニコフ）は、かつてのソ連軍
                                                          
(41) “Divided tongues over militants,” Vanguard, 11st October, 2009. 
(42) Best, S.G. and D.V. Kemedi, “Armed Group and Conflict in Rivers and Plateau States, Nigeria,” in 
Florquin, N. and E.G. Berman, eds., Armed and Aimless : Armed Groups, Gun, and Human Security in 
the ECOWAS Region, Geneva, Small Arms Survey Publication, 2005, p.24. 
(43) Brief for Chief of Defence Staff , p.5. 
－ 35 － 
の標準装備銃であるが、最初の製造から半世紀以上を経た今日でも、ナイジェリアを含む多く
の発展途上国で使用されている。ナイジェリアにおけるその闇価格は、2006 年 12 月時点で





さて、第８表は、2003 年１月～2013 年 12 月における、武装集団による襲撃事件を示した
ものである。同表に見られるように、この 11 年間で合計 356 件の襲撃事件が発生し、659 名
                                                          
(44) Hazen, J.M. and J. Horner, op.cit., p.43. 
 




（出所）(1) Osaghae, E., et al., Youth Militias, Self Determination and Response Control Struggles in the 
Niger-Delta of Nigeria, Leiden, Leiden African Studies Center, University of Leiden, August 2007, 
pp.18-21. 
(2) Okwechime, I., Environmental Conflict and Internal Migration in the Niger Delta Region of Nigeria, 
Ile-Ife, Working Paper No.119, Obafemi Awolowo University, 2013, pp.24-29. 
(3) Frhd,N. and V.C.Iwuoha, "Combating Terrorism : Approximating the Operation and Intelligence 
Vulnerability of the Nigerian Police Force, 1999-2010," Public Policy and Administration Research, 
Vol.2, No.2, 2012, pp.38-44. 
(4) Ikelegbe, A., "The Economy of Conflict in the Oil Rich Niger Delta Region of Nigeria," African and 
Asian Studies, Vol.5, No.1, 2006, pp.37-38. 
(5) Zelinka, P., "Conceptualizing and Countering the Movement for the Emancipation of the Niger 
Delta," Defence and Strategy, No.2, 2008, pp.81-83. 
(6) Okumagba, P., "Ethnic Militants and Criminallity in the Niger-Delta," African Research Review, 
Vol.3, No.3, April 2009, pp.329-330. 
(7) Timeline Nigeria, (http//www.timelines.ws/countries/NIGERIA.HTML, 2014 年７月 13 日にアクセス) 
(8) Vangard, Lagos, 15th January, 2009 - 17th September, 2014 より作成。 
年
2003 7 34 6 5 1 1 - 2 2 - 3
2004 9 20 28 3 - 6 - 1 2 - 6
2005 10 50 36 5 2 3 1 2 - 1 6
2006 58 151 109 36 13 9 23 7 5 1 22
2007 89 294 145 50 18 21 44 16 9 3 18
2008 62 84 159 34 15 13 24 10 4 3 21
2009 35 54 51 17 16 2 6 - 2 3 24
2010 42 82 68 17 13 12 7 2 2 5 26
2011 14 66 14 8 2 4 1 1 - 2 10
2012 21 50 28 16 4 1 2 2 - 2 15
2013 9 16 15 6 1 2 1 - 3 2 3
合計 356 901 659 197 85 74 109 43 29 22 154
デルタ その他 不明
地域（州）襲撃対象 2)
件数 誘拐数 死者数 1)
石油会社 その他 不明 リヴァーズ バイェルサ






が——、JTF および石油会社の私兵が 188 名、武装集団側が 149 名含まれている。 
また、また誘拐された外国人社員などの多くは後に解放されており、誘拐後に殺害された事
例は、少なくとも報道はされていないようである。合計 158 件（901 名）の誘拐事件のうち、




例では、2006 年 12 月７日に MEND によってアジップ石油（Agip Nigeria Plc.）の社宅から
４人が誘拐された時には、54 万 5000 ドルが要求され、24 日後に全員が解放されている（支払
金額は不明）。また、2012 年 12 月 17 日に、バイェルサ州ブラスの石油関連施設の建設現場か
ら韓国企業の現代重工業（Hyundai Heavy Industries Company）の社員４人が誘拐された時
には、18 万 7000 ドルを支払って、５日後に全員が解放されている。この時には、一人当たり
の身代金額は４万 6750 ドルという計算になる(45)。 
襲撃の対象になった石油会社については、197 件のうち、シェル石油が 66 件で最も多く、
アジップ石油の 23 件、シェブロン-テキサコ石油の 21 件がこれに続いて、これらの３社で全
体の半数以上を占めているが、モービル石油（Mobil Producing Nigeria UnLtd.）とトータル
石油（Total Nigeria Plc.）も各々７件と６件を占めており、外資系石油会社と同関連企業の全
てが襲撃の対象になっている。 
襲撃の発生した地域を州別でみると、不明を除く 203 件のうち、リヴァーズ州が 109 件と全






                                                          
(45) Timeline Nigeria,（http://www.timelines.ws/countries/NIGERIA.HTML, 2014 年７月 13 日にアクセ
ス）を参照。 
















MEND が最初の犯行声明を出した襲撃事件は、2006 年１月 11 日のシェル石油に対するも
のである。バイェルサ州のブラス・クリークにある同社の海上石油基地を襲い、パイプライン
を破壊して、４名のイギリス人・アメリカ人社員を誘拐した。この襲撃により、シェル石油は










年～2011 年にかけて、15 カ国で合計 428 件の海賊行為が発生しているが、そのうち、ナイジェ
リアが 235 件（全体の 54.9％）を占めている。MEND の襲撃事件の中には、石油ターミナル
                                                          
(46) “MEND : Battle ready or showing off !,” Vanguard, 14th February, 2012. 
(47) Davis, S., op.cit., p.76. 
(48) Hazen, J.M. and J. Horner, op.cit., p.123. 
－ 38 － 
に停泊中のタンカーのみならず、沖合を航行中のタンカーを狙った海賊行為も６件含まれてい
るが、上記のアデケイェ海軍司令官が連邦政府に海軍の装備不足を訴える所以であろう。 
こうした襲撃事件は、その後も繰り返されることになるが、2006 年１月～2012 年 12 月に
かけて、MEND が犯行声明を出した襲撃事件は合計で 40 件である。件数としては全体の 12％
を占めるにすぎないが、個々の襲撃は相対的に大規模で、その大半が産油活動の停止と外国人
社員の誘拐を狙ったものであり、また JTF との交戦も多い。 
 MEND は、2007 年５月９日に「大混乱の月」なる声明を発して、さらに武装闘争を強化さ
せていった。これに対しては、2007 年５月 29 日に就任したばかりのヤラドゥア大統領が、同
年６月４日に MEND との会談を持ちかけ、MEND は１ヵ月間の停戦に合意すると同時に、ア
サリが釈放された。他方では、2007 年９月に、MEND のオカーが潜伏先のアンゴラで逮捕・
拘束された。その後、2008 年に入ると、２月 14 日にオカーがアンゴラから送還され、また、
３月 11 日には、NDVS のトムが逮捕・拘束された。これに対して、オカーを引き継いで MEND
のリーダーになった G.エクペムポロ（George Ekpemupolo）が 2008 年９月 14 に「石油戦争」
を宣言して、主としてシェル石油を対象とした襲撃事件を頻発させた。 
 こうして、2008～2009 年の２年間だけで、多数の石油基地と 400 箇所以上のパイプライン
が襲撃されて、ナイジェリアの産油量は激減した(49)。第 10 表は、2004～2012 年におけるナイ
ジェリア原油の生産・輸出・価格動向を示したものであるが、同表に見られるように、2004～
                                                          
(49) “At least 400 pipelines vandalized in Niger Delta,” Vanguard, 30th November, 2009. 
第９表 ギニア湾岸における海賊行為：2003～2011 年 
 
（注）誤植については修正を加えた。 
（出所）Onuoha, F.C., Piracy and Maritime Security in the Gulf of Guinea : Nigeria as a Microcosm, Mecca, Al 
Jazeera Centre for Sudies, June 2012, p.7 より作成。 
 
ナイジェリア 39 28 16 12 42 40 29 19 10 235 ( 54.9)
ギニア 4 5 1 4 2 - 5 6 5 32 (  7.5)
ガーナ 3 5 3 3 1 7 3 - 2 27 (  6.3)
ベナン 1 - - - - - 1 - 20 22 (  5.1)
アイボリー・コースト 2 4 3 1 - 3 2 4 1 20 (  4.7)
カメルーン 2 4 2 1 - 2 3 5 - 19 (  4.4)
コンゴ民主共和国 - - - 3 4 1 2 3 4 17 (  4.0)
セネガル 8 5 - - - - - - - 13 (  3.0)
アンゴラ 3 - - 4 1 2 - - 1 11 (  2.6)
トーゴ 1 - - 1 - 1 2 - 6 11 (  2.6)
シエラ・レオネ - 3 - 2 2 - - - 1 8 (  1.9)
リベリア 1 2 - - 1 1 - 1 - 6 (  1.4)
コンゴ - - - - - 1 - 1 3 5 (  1.2)
赤道ギニア 1 - - - 1 (  0.2)
ギニア・ビサウ - - - - - - 1 - - 1 (  0.2)
　合　計 64 56 25 31 53 59 48 39 53 428 (100.0)
2008 2009 2010 2011 合計 （％）2003 2004 2005 2006 2007
－ 39 － 
2005 年時点では、毎月の産油量・輸出量が日産 20 万バーレル前後の水準であったが、2006
年末～2009 年半頃には同 16 万～19 万バーレル前後に減少し続けた。連邦政府のある高官は、
2007 年７月 18 日に「武装集団の襲撃によって、2006 年以降、毎日数千バーレル、毎月 10 億
ドルを失っている」と述べ、また、2008 年９月 17 日には「産油量は 40％の削減を余議なくさ
れている」とも述べている(50)。 
 こうした産油量・輸出量の激減によって、ナイジェリア産「ボニー・ライト」原油の価格も、
                                                          
(50) Timeline Nigeria（前掲に同じ）． 
第 10 表 ナイジェリア原油の価格・輸出量・生産量：2004～2010 年 
 
（注） ＊ボニー・ライトの本船渡し価格。 
（出所）(1) Petroleum Intelligence Weekly, New York, 各週版。 
(2) Nigerian National Petroleum Corporation, Annual Statistical Bulletin, 
Abuja, 各年版より作成。 
 
       年
2004 2 31.82 20.0 20.0
5 38.63 20.0 20.8
8 43.02 21.0 21.4
11 42.63 18.7 20.3
2005 2 47.27 17.2 18.8
5 49.15 20.6 21.3
8 65.91 19.3 21.3
11 55.90 20.3 21.1
2006 2 60.55 18.3 18.9
5 71.00 17.9 19.4
8 72.08 18.4 20.4
11 61.55 19.4 19.2
2007 2 60.22 16.2 17.7
5 70.90 17.3 16.6
8 73.32 17.3 18.7
11 94.73 18.1 18.5
2008 2 98.94 17.3 16.5
5 128.48 17.3 17.4
8 114.72 16.6 17.9
11 53.10 16.8 17.6
2009 2 45.20 15.7 15.8
5 60.23 18.7 18.3
8 72.79 18.2 18.4
11 78.04 17.8 19.4
2010 2 75.82 18.5 18.3
5 74.66 18.5 19.2
8 77.61 18.9 21.3








－ 40 － 


















で 3 万 8830km²、沖合で１万 200 km²の最有望地について石油試掘権または石油採掘権（Oil 
Mining Lease）を獲得した(51)。このため、ナイジェリアの独立後、1960 年代末までにはエッ
ソ石油（Standard Oil of New Jersey Ltd.）を除く「メジャーズ」６社が参入したものの、石
油採掘権の有効期限が 30 年間で、かつ最大で 30 年間の更新が可能であったために、ほぼ今日
に至るまで、ナイジェリアの石油産業におけるシェル石油の圧倒的な支配が続いてきた。これ
が、とりわけ MEND がシェル石油を襲撃の主要な対象にした所以である。 
第 11 表は、最近の 15 年間における石油会社別の産油量を示したものであるが、同表に見ら
れるように、2004 年時点においてさえ、操業会社としてのシェル石油の産油比率はナイジェリ
ア全体の 40％を超えており、これにモービル石油とシェブロン-テキサコ石油を加えた上位３
社では同 75％を占めている。ただし、2007 年前後には、上述の MEND による集中的な襲撃
を受けたため、シェル石油の産油比率はほぼ半減した。これを契機として、シェル石油は——
およびその他のメジャーズ各社も——、とかく紛争の絶えない陸上油田から沖合油田の開発に
                                                          
(51) Pearson, S.R., Petroleum and the Nigerian Economy, Stanford, Stanford University  
Press, 1970, pp.16-17. 













第 11 表 ナイジェリアにおける会社別産油量：1998～2013 年 
 
（注）＊筆頭の石油会社が操業会社。NNPC はナイジェリア国営石油公社。国籍に記載がない会社はナイジェリ
ア国籍。出資比率および油田数と油井数は 2013 年時点。トータル石油は 2008 年に社名をエルフ石油から
変更。モービル石油は 1999 年にエクソン石油と合同。テキサコ石油は 2000 年にシェブロン石油と合同。
エッソ石油はエクソン-モービル石油の子会社。スター・ディープ・ウォーター石油はシェブロン-テキサコ石
油の子会社。石油開発公社は NNPC の子会社。「-」は未記載または該当なし。「n.a.」は不明。  
（出所）(1) Nigerian National Petroleum Corporation, op.cit., 各年版。 
(2) Do., Joint Venture Operation (http://www.nnpcgroup.com/NNPCBusiness/UpstreamVentures.aspx, 
2014 年９月 11 日にアクセス). 
(3) Shell Companies in Nigeria, Shell Interests in Nigeria, Lagos, April 2014, p.2 より作成。 
　　　石油会社・企業体名 *
A. 合弁事業（出資比率、国籍） 97.1 94.2 92.8 72.4 79.8 62.2 225 1,575
　　　シェル(30、蘭）/トータル（10、仏）/ 35.6 35.3 40.4 16.9 29.7 16.4 93 700
　　　　 アジップ（5、伊）/NNPC（55）
　　　モービル（40、米）/NNPC（60） 28.0 24.0 21.5 24.7 18.2 24.5 31 221
　　　シェブロン（40、米）/NNPC（60） 19.2 18.6 13.7 15.8 16.3 11.8 34 324
　　　トータル（40、仏）/NNPC（60） 5.6 6.4 8.4 9.9 8.1 6.1 17 130
　　　アジップ(20、伊）/フィリップス（20、米）/ 5.8 6.7 7.3 4.9 6.4 3.1 38 174
　　　 　NNPC（60）
       テキサコ（20、米）/シェブロン（20、米）/ 2.8 1.6 0.7 0.3 0.6 0.4 6 26
　　　　　NNPC（60）
　　　パンオーシャン（40）/NNPC（60) 0.2 0.6 0.8 0.0 0.5 - 6 n.a.
B. 生産分与契約 2.5 1.0 1.6 24.0 16.2 30.1 26 119
　　　アダックス（加） - 1.0 1.6 4.8 3.8 3.5 19 106
　　　シェル（蘭） - - - 9.2 7.3 5.6 1 n.a.
　　　エッソ（米） - - - 9.3 4.5 5.4 1 13
　　　スター・ディープ・ウォオーター（米） - - - - - 7.9 1 n.a.
　　　サウスアトランティック - - - - - 4.7 1 n.a.
       その他 - - - - - - 3 n.a.
C. 独立系石油会社等 0.4 4.8 5.6 3.6 4.0 7.7 32 4
　　　石油開発公社 0.4 0.3 0.3 2.0 3.4 3.4 9 n.a.
　　　その他 - 4.5 5.3 1.6 0.4 4.3 23 4
　　　　総　計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 283 1,698
         （万バーレル/日） (208.5) (236.6) (231.3) (220.0) (237.0) (219.0) - -
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％、万ﾊﾞｰﾚﾙ/日、ヵ所） 
油田数 * 油井数 *1998 2001 2004 2007 2010 2013
－ 42 － 
すなわち、ナイジェリア連邦政府が石油事業に介入しうる道が開けたのである。 
他方、「生産分与契約」は、1973 年６月に同じくゴウォン連邦軍事政権とアシュランド石油
















（United Nations Development Programme, UNDP）が『ナイジャ ・ーデルタ人間開発報告』、










                                                          
(52) United Nations Development Programme, Niger Delta Human Development Report, Abuja, 2006 ；
United Nations Environment Programme, Environmental Assessment of Ogoniland, Nairobi, 2011 を
参照。 














の課題になっている。第 13 表は、NNPC が公表している原油漏出の記録であるが、同表に見
られるように、2004～2013 年までの 10 年間で合計２万 3127 件が発生し、299 万 6000 トン、








第 12 表 石油開発に係わる損害賠償の判決事例：1994～2004 年 
 
（出所） United Nations Development Programme, Niger Delta Human Development Report, Abuja, 2006, p.82 より
作成。 
1. 1994 エルフ石油 シロ、他 1,348,000 288,000 21.4
2. 1995 シェル石油 ファラー、他 26,490,000 4,621,307 17.5
3. 1996 シェル石油 ティエボ、他 64,146,000 6,000,000 9.4
4. 1997 シェル石油 トゥアガイェ、他 61,126,500 30,000,000 49.0
5. 2000 シェル石油 J.アマロ、他 15,392,889 30,288,861 196.8
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－ 45 － 




14 表に見られるように、石油開発の当初の 15 年間は、生産された天然ガスの 90％以上が焼却
処分にされており、1990 年代半ばにおいてもその比率は 75％前後に達していた。しかし、同
年代の後半以降に入ると、NNPC の子会社であるナイジェリア液化天然ガス公社（Nigeria 





2013 年に利用された天然ガス 537 億 m³のうち（同上表を参照）、33.3％は再注入されたが、
第三者向け販売が 31.6％、上記の NLNG やナイジェリアガス公社（Nigerian Gas Company 
                                                          
(53) なお、襲撃事件による原油漏出のうち、2006 年の 600 トン、および 2007 年の 700 トンはナイジェリ
ア以外での発生である。Royal Dutch Shell Plc., Sustainability Report, Hague, 2013, p.36 を参照。 
(54) National Technical Working Group, Report of the Vision 2020 on Energy Sector, Abuja, July 2009, 
pp.38-53；Nigerian National Petroleum Corporation, “Gas Production,” （http://www.nnpcgroup.co/ 
NNPCBusiness/UpstreamVentures/GasProduction.aspx, 2014 年９月 14 日にアクセス）を参照。 
 
第 14 表 ナイジェリアにおける天然ガスの生産と焼却：1964～2013 年 
 
（注）＊１f ³ ＝ 0.028m³ として換算。 
（出所） Nigerian National Petroleum Corporation, op.cit., 2009, p.17 ； 2013, 
p.53 より作成。 
年
1965 2.8 0.1 2.7 95.9
1970 8.1 0.1 8.0 98.6
1975 18.7 0.3 18.3 98.3
1980 24.6 2.3 22.2 90.5
1985 18.6 4.6 13.9 75.0
1990 28.4 6.0 22.4 78.8
1995 35.1 8.1 27.0 76.9
2000 42.7 18.5 24.3 56.8
2005 59.2 36.3 23.0 38.8
2010 * 67.0 50.7 16.3 24.3
2013 * 65.1 53.7 11.5 17.7
　　　　　　　       　　　　　　　　　　　　（単位：10億m³、％）
生産量 利用量 焼却量 同比率
－ 46 － 






ゴニ・ランド環境評価報告』の巻末には、同環境評価の参加者として、UNEP 職員 84 名、イ





この UNEP の調査は、14 ヵ月間以上に亙って、200 ヵ所の地点調査に基づく 4,000 以上の
地質・水質・大気サンプル検査、122km に及ぶパイプラインの原油漏出点検、264 ヵ所での 2
万 3000 人との公聴会、5,000 人の健康カルテ作成などを行ないつつ、おおよそ以下のような調
査結果を報告している。 
すなわち、①ナイジャー・デルタ南東部に位置するオゴニ・ランドは、面積 1,000km²、４
つの地方政府に 83 万 2000 人（2006 年センサス）を擁しているが、そのほぼ全域の土壌・地
下水に原油汚染が広がっており、環境の多様な局面に深刻な影響を与えている。詳細な調査を






けボニー地区の低湿地帯・クリークでは、2007～2011 年にかけて、30 万 7400m²（全体の 10％）
のマングローブ林が死滅している。③住民の多くは大気や飲料水に含まれる炭化水素類の汚染
に晒されている。原油漏出地に隣接する 10 の共同体の 28 ヵ所の井戸水から炭化水素類が検出
され、そのうち７ヵ所の井戸からは、ナイジェリア政府が定める基準値の 1,000 倍を超える炭
化水素類が含まれていた。また、エレメ地区の飲料水からは、世界保健機構（World Health 
                                                          
(55) 厳密に言えば、ボランティア参加者は、賛辞表明者の中に記載されている。UNEP, op.cit., pp.246-257
を参照。 
－ 47 － 









における必要経費をおよそ 10 億 1245 万ドルと見込んでいる。ちなみに、この金額は、2011





                                                          
(56) 2011 年の石油収入と為替レートについては、Central Bank of Nigeria, Annual Report, Abuja, 2011, 
pp.121,190 を参照。 
 
第 15 表 環境の回復と必要経費 
 
（注）＊MTBE：メチル・ターシャリー・ブチル・エーテル 
（出所）United Nations Environment Programme, Environmental Assessment of Ogoniland, Nairobi, 












































                                                          
(57) 植民地時代の歳入配分方式については、Teriba, O., "Nigerian Revenue Allocation Experience, 
1952-1965 : A Study in Inter-Governmental Fiscal and Financial Relations," Nigerian Journal of 
Economic and Social Studies, Vol.8, No.3, November 1966, pp.361-382 を参照。 
(58) 「レイスマン委員会」は、J.レイスマン（Jeremy Raisman）を委員長として 1957 年に、また、「ビー
ンズ委員会は」、K.J.ビーンズ（K.J. Binns）を委員長して 1964 年に発足した歳入配分検討委員会である。
Ibid., pp.368-372；Adedeji,A., Nigerian Federal Finance : Its Development, Problems and Prospects, 
London, Hutchinson, 1969, pp.231-251 を参照。 






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 ところが、民政移管後第２回目の総選挙後の 2004 年２月、第２次オバサンジョ政権下の国
会において、「歳入配分に係わる派生主義の適用において、鉱区の陸上および沖合の区別を廃止
する」という注目すべき法案が成立した。これは、上述の 2002 年４月の連邦最高裁判所の判
                                                          
(59) The Constitution 1999, Chapter VI, The Executive, Part 1, Federal Executive, C, Public Revenue, 
162, Distributable Pool Account, Abuja を参照。 
(60) この判決については、The Supreme Court of Nigeria, Supreme Court Judgment, The Summary, 
Abuja, 5th April, 2002, S.C.28/2001 を参照。 






を受けて、1999 年９月に発足―は、次のような勧告を行なった（前掲第 16 表を参照）。すな
わち、①「連邦会計」からの垂直的配分については、連邦政府に 47.19％、各州政府に 31.10％、
各地方政府に 15.21％、および特別基金に 6.50％の配分とする、②特別基金には、鉱産物開発
費 1.75％、農業開発費 1.75％、環境対策費 1.50％、および予備費 1.50％が含まれる、③水平
的配分の比率については、(i)各州間では、均等配分に 0.4523、人口数に 0.2560、その他に 0.2917


















政府に 52.68％、36 の州政府に 26.72％、そして 774 の地方政府に 20.60％、各々垂直的に配
分される。連邦政府の取分の 52.68％分は一旦、「連邦統合歳入基金」に組み込まれて、そのう
ちの 4.18％分が「特別基金」へ、残りの 48.50％分が「連邦政府歳入」となる。この特別基金
の 4.18％分から、天然資源開発に 1.68％、環境対策に 1.00％、連邦首都領の整備費に 1.00％、






























                                                          
(61) Federal Ministry of Finance, Citizen’s Guide to the Federal Budget 2014, Abuja, 2014, p.8 を参照。 
(62) 地方政府の財政収支については、Central Bank of Nigeria, Annual Report , Abuja, 2011, p.277-279
を参照。 
－ 53 － 
貧しい。あるいは、富裕層と貧困層との経済的・政治的・社会的格差が、あまりにも大きいの
である。 
 では、まず、2009 年に UNDP が公表した『ナイジェリア人間開発報告』(63)に基づきながら、
ナイジェリアの貧困状況について概観しておきたい。同報告書は、人間開発報告書としては初
                                                          
(63) United Nations Development Programme, Human Development Report, Nigeria, 2008-2009 : 
Achieving Growth with Equity, Abuja, November 2009 を参照。 
第 17 表 ナイジェリアにおける国家歳入の配分と連邦政府の財政構造：2006～2010 年 
 
（注）＊鉱産物産出州に対する配分。 
（出所）Central Bank of Nigeria, Annual Report and Statement of Accounts, Abuja, 各年版より作成。 
A. 総歳入 6,070 (100.0) 7,867 (100.0) 7,304 (100.0)
　　　 石油収入 5,287 ( 87.1) 6,530 ( 83.0) 5,396 ( 73.9)
　　　 非石油収入 782 ( 12.9) 1,336 ( 17.0) 1,908 ( 26.1)
B. 控除 -3,105 (100.0) -3,935 (100.0) -3,438 (100.0)
　　　 石油収入関連 -2,723 ( 87.7) -3,261 ( 82.9) -2,394 ( 69.6)
　　　 非石油収入関連 -382 ( 12.3) -674 ( 17.1) -1,044 ( 30.4)
C. 連邦歳入 2,964 - 3,931 - 3,866 -
D. 移転収入 700 (100.0) 1,637 (100.0) 1,365 (100.0)
       原油売上高予備会計 637 ( 91.0) 1,107 ( 67.6) 886 ( 64.9)
       歳入増加分 - - 462 ( 28.2) 439 ( 32.2)
       その他 63 (  9.0) 68 (  4.2) 40 (  2.9)
E. 連邦会計 3,664 (100.0) 5,568 (100.0) 5,231 (100.0)
　　　 連邦政府 1,707 ( 46.6) 2,339 ( 42.0) 2,455 ( 46.9)
　　　 各州政府 865 ( 23.6) 1,456 ( 26.1) 1,266 ( 24.2)
　　　 地方政府 668 ( 18.2) 1,208 ( 21.8) 962 ( 18.4)
　　　  「13％条項」 ＊ 424 ( 11.6) 565 ( 10.1) 548 ( 10.5)
F. 付加価値税会計 221 ( 100.0) 388 ( 100.0) 540 ( 100.0)
　　　 連邦政府 33 ( 15.0) 58 ( 14.9) 81 ( 15.0)
　　　 各州政府 111 ( 50.2) 194 ( 50.0) 270 ( 50.0)
　　　 地方政府 77 ( 34.8) 136 ( 35.1) 189 ( 35.0)
G. 上記配分合計 3,885 ( 100.0) 5,956 ( 100.0) 5,771 ( 100.0)
　　　 連邦政府 1,740 ( 44.8) 2,397 ( 40.2) 2,536 ( 43.9)
　　　 各州政府 976 ( 25.1) 1,650 ( 27.7) 1,536 ( 26.6)
　　　 地方政府 745 ( 19.2) 1,344 ( 22.6) 1,151 ( 19.9)
　　　  「13％条項」 ＊ 424 ( 10.9) 565 (  9.5) 548 (  9.6)
H. 連邦政府歳入 1,937 (100.0) 3,193 (100.0) 3,089 (100.0)
　　　 連邦会計交付金 1,740 ( 89.8) 2,397 ( 75.1) 2,536 ( 82.1)
　　　 連邦政府独自収入 33 (  1.7) 114 (  3.5) 154 (  5.0)
       その他 164 (  8.5) 682 ( 21.4) 399 ( 12.9)
I . 連邦政府歳出 2,038 (100.0) 3,240 (100.0) 4,194 (100.0)
　　　経常支出 1,390 ( 68.2) 2,117 ( 65.3) 3,109 ( 74.1)
　　　 資本支出 552 ( 27.1) 961 ( 29.7) 884 ( 21.1)
　 　  移転 95 (  4.7) 162 (  5.0) 201 (  4.8)
J. 連邦政府財政収支 -101 - -47 - -1,105 -
K. 連邦政府財政金融 101 (100.0) 47 (100.0) 1,105 (100.0)
　　　 対外借入 - - 47 (100.0) 75 (   6.8)
　　　 国内借入 45 ( 44.6) 151 (321.3) 1,110 (100.5)
       国営企業民営化収入 - - - - 6 (   0.5)
　　　 移転等 56 ( 55.4) -151 (-323.3) -80 (- 7.8)
2006 2008 2010
                                                                                                 （単位：10億ナイラ、％）








 同報告書における UNDP の主張は、おおよそ次のようである。すなわち、ナイジェリアの









例えば、ナイジェリアの GDP は、そのおよそ 60％が農業と石油の両部門で占められている
が、雇用創出効果の高い製造業が長期的な停滞を続けており、GDP に占めるその比率は、1985
年の６％から 1990～2007 年には４～５％に低下している。社会的インフラストラクチャーも
脆弱性を抱えており、道路の 50％は補修が必要であり、国営鉄道（Nigerian Railway 
Corporation）は事実上破産状態で、国内輸送量のわずか５％しか貢献していない。港湾の混
雑も甚だしく、ラゴス港では通関手続きに平均 21 日間も必要としている。電力事情について
























は 2010 年にはさらに悪化して、68.0％に上昇している。統計の対象とされた 124 ヵ国のうち、
世界で７番目に貧しい国ということになる(65)。ただし、同上表に見られるように、地域的には
大きな格差が生じており、北部諸州における貧困比率が 67.0～71.2％であるのに対して、南部
                                                          
(64) Ibid., p.66. 
(65) ちなみに、最も貧しい国はコンゴ民主共和国で、全人口に占める貧困者（１日 1.25 ドル以下での生活
者）の比率は 87.7％、以下、リベリアの 83.8％、マダガスカルとブルンジの 81.3％、マラウィの 73.9％、
ザンビアの 68.5％が続いている。World Bank, World Development Indicators, Washington, D.C., 2013, 
pp.28-33 を参照。 
 
第 18 表 ナイジェリアにおける州別基本指標：2004～2007 年 
 
（注）1) 連邦首都領を含む。2) １日 1.25 ドル以下で生活する人口の全人口に対する比率。3) 貧困状態にある
と自己認識している人口の全人口に対する比率。 
（出所） United Nations Development Programme, Human Development Report, Nigeria, 2008-2009, Abuja, 
November 2009, pp.10,48,64,85,93,98,138,151 より作成。 
 地域（州数） 1)
北西部（７州） 33,235 896 0.420 71.2 72.0 0.371 2.2 0.376
北央部（７州） 12,206 1,899 0.490 67.0 80.0 0.393 5.1 0.478
北東部（６州） 15,627 343 0.332 71.2 81.3 0.469 3.9 0.250
南西部（６州） 25,387 1,310 0.523 43.0 71.5 0.554 5.5 0.507
南南部（６州） 17,516 3,617 0.471 35.1 74.8 0.507 8.8 0.575
南東部（５州） 17,180 297 0.573 26.7 77.6 0.440 6.8 0.455






























同上表によれば、2004 年時点のジニ係数は全国平均値で 0.488 に達しており、しかも 1985 年
時点の 0.430 よりさらに格差が拡大している。おおよそ、上位 20％の富裕層が国家全体の資産
の 65％を占有していることになるが、この点においても、ナイジェリアは世界で最も不平等な
国の一つになっている。しかも、この所得格差という点では、むしろ南部諸州の方が北部諸州








見られる人間開発指数（Human Development Index, HDI）は、所得、教育、および平均寿命
の各要素、またジェンダー開発指数（Gender Development Index, GDI）は、これらの要素に
男女間格差を考慮して作成されたものであるが、この二つの指数においても、ナイジェリアは
低い水準に留まっている。例えば、2013 年時点において、ナイジェリアの HDI は、統計の対
象にされた世界 187 ヵ国中 152 位に留まっている。これは、保健・医療や教育などの社会的サー
ビスにおいても、ナイジェリアがなお低水準に留まっていることを物語っているが、同上表に
見られるように、ここにおいてもまた、南北格差が生じている。すなわち、HDI では、南部諸
州が 0.471～0.573 の水準であるのに対して、北部諸州では 0.332～0.490 というさらに低い水
準に留まっている。ちなみに、北東部の 0.332 という数値は、2013 年の世界で最下位であるニ
ジェールの 0.337 をも下回っている。また、GDI においても、とりわけ北東部と北西部の数値
が 0.250 および 0.376 と極端に低いが、これは明らかに、男女平等を否定的に捉えるイスラー
ムの影響を反映している。 








 上述の UNDP の報告書は、おそらくはその立場上、「政治汚職」の問題には深入りしていな
いが、歴代の政権担当者とその取巻きによる政治腐敗・公金の横領こそが、ナイジェリアにお
ける社会的不平等・貧困の最も重要な原因の一つであると言わざるをえない。 
 第 19 表は、第四共和政が発足する以前の、軍事政権時代に行なわれた公的資金の横領事件




のだけでも、総額 12 兆ナイラ、現行の為替レートで換算すると 750 億ドルに達している。こ
の金額は、2014 年度国家予算案の 10 兆 4534 億ナイラを上回る金額である(66)。 
(1) 「アバチャ横領事件」 
 実は、同上紙がこれらの公金横領の記事を載せる前年の 1998 年に、「アバチャの横領」なる








15 日～1997 年 12 月 18 日にかけて、合計 29 回に亙って持ち出された公金は、数百万ドルど
ころか、少なくとも 20 億ドル以上であった。アブバカール大統領は 1999 年５月 29 日に政権 
                                                          
(66) 2014 年度予算案については、Budget Office, Federal Ministry of Finance, Understanding Budget 
2014, Abuja, 2014, pp.3-4 を参照。 
(67) 以下、「アバチャ横領事件」については、Enweremadu, D.U., Anti-Corruption Campaign in Nigeria, 
1999-2007, Leiden, African Studies Centre, 2012, pp.62-75 を参照。 




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































－ 59 － 













年当時の為替レート(68)換算で約 51 億 3730 万ドル）の公金を横領していたからであろう。ま
た、同表からは、ババンギダ連邦軍事政権以前の公金横領の詳細については窺い知ることがで
きないが、後述する経済金融犯罪防止委員会（Economic and Financial Crimes Commission, 
EFCC）元委員長の N.リバドゥ（Nuhu Ribadu）は、1960 年の独立から 1999 年に至るまで








 ところが、2001 年９月 11 日、アメリカで同時多発テロ事件（「9.11 事件」）が勃発すると、
アメリカを始めとする国際社会は、国境を越えた違法な「マネー・ロンダリング」の規制強化
に乗り出した。これを受けて、2001 年 11 月、スイスのローザンヌで先進７ヵ国首脳会議が開
催され、「アバチャ横領事件」を含むマネー・ロンダリングの国際的な規制問題が議論された。
                                                          
(68) 1999 年平均の為替レートは、１ドル＝96.12 ナイラである。Central Bank of Nigeria, Annual Report 
and Statement of Accounts, Abuja, 1999, p.20 を参照。 
(69) Human Rights Watch, Corruption on Trial ? : The Record of Nigeria’s Economic and Financial 
Crimes Commission, Geneva, 2011, p.6. 





所在が確認された 30億ドルのうちの 19億 3000万ドルがナイジェリア連邦政府に返還された。
その内訳は、スイスの 11 銀行 120 口座から７億 5000 万ドル、ルクセンブルグ（銀行、口座数

















ガリ文民時代の「1979 年共和国憲法」および現行の「1999 年共和国憲法」の各々第 15 条第
５号に規定されている。しかし、憲法違反としての汚職は、その後も続いてきた。 
オバサンジョ大統領は、こうした汚職を防止するため、二つの重要な委員会を設置した。そ
の一つは、2000 年９月に設置された独立汚職等防止委員会（Independent Corrupt Practices 
and Other Related Offences Commission, ICPC）であり、もう一つは、先に触れた、2003 年
４月に設置された EFCC である(70)。 
上述のような内外の状況を背景として、オバサンジョ大統領は、就任後４ヵ月にも満たない
                                                          
(70) この二つの汚職防止委員会については、Enweremadu, D.U., op.cit., pp.15-30 を参照。 
－ 61 － 





議員がこれに追随したのであろうが、ともあれ、2000 年６月 13 日、同法案はほぼ無修正で承
認された。 












Action Task Force, FATF）など、国際世論の圧力があったことと、国会議員たちが、「419 号
事件」として悪名の高い詐欺事件や銀行業界における不正取引の防止に繋がると、考えたから
である。 







                                                          
(71) Federal Republic of Nigeria, The Corrupt Practices and other Related Offences Act 2000, Abuja, 
13th June, 2000 を参照。 
(72) Federal Republic of Nigeria, Economic and Financial Crimes Commission (Establishment, Etc) Act, 
Abuja, 4th June, 2004（2002 年法の改定版）。 
－ 62 － 
税局長、移民局長、警察庁長官、金融・銀行・法律・会計の専門家が各１名、および事務長の
合計 22 名が列挙されている。また、EFCC の下部組織として、組織強化、金融犯罪、その他
の経済犯罪、情報、全般的実施、法律相談に係わる６つの専門部会が設置され、発足当初の職
員数は 500 名を超えていた。 
これらを維持する予算措置については、初年度が７億ナイラ（約 500 万ドル）、第２年度が
11 億ナイラ（同 800 万ドル）であったという。2000～2004 年の５年間で５億ナイラ（同 300
万ドル）の支出であった ICPC とは雲泥の差である。 
それでは、ナイジェリアから汚職は一掃されたのであろうか。第 20 表は、EFCC によって
 
第 20 表 経済金融犯罪防止委員会により告発された主な政治家・官僚：2005～2011 年 
 
（注）1)オバサンジョ元大統領の娘。2)単位は 100 万ドル。3) 「n.a.」は不明。 
（出所）(1) "Corruption on Trial ?," Human Rights Watch, 22nd January, 2011, pp.1-10. 
(2) Mohammed, U., "Corruption in Nigeria : A Challenge to Sustainable Development in the Fourth 
Republic," European Scientific Journal, February 2013, Vol.9, No.4, pp.130-131 より作成。 
　 在任期間
　　氏　名 （年）
  1. T.バログン 　警察庁長官 2002～2005 130 2005.  4.
  2. D.アラミエイェセイグハ 　バイェルサ州知事 1999～2005 1.9 2) 2005.12.
  3. A.アウドゥ 　コギ州知事 1999～2003 n.a. 3) 2006.12.
  4. J. ダリイェ 　プラトー州知事 1999～2007 7 2007.  7.
  5. O.カル 　アビア州知事 1999～2007 50 2007.  7.
  6. S.トゥラキ 　ジガワ州知事 1999～2007 360 2007.  7.
  7. J. ニャメ 　タラバ州知事 1999～2007 13 2007.  7.
  8. Ｃ．ンナマニ 　エヌグ州知事 1999～2007 53 2007.  7.
  9. J.イボリ 　デルタ州知事 1999～2007 92 2007.12.
10. A.ファヨセ 　エキティ州知事 2003～2006 12 2007.12.
11. L.イグビネディオン 　エド州知事 1999～2007 43 2008.  1.
12. I.オバサンジョ-ベロー 1) 　オグン州議員 2007～2011 0.1 2008.  4.
13. A.グランジェ 　連邦保健相 2007～2008 3 2008.  4.
14. G.アドゥク 　連邦国務相 2007～2008 3 2008.  4.
15. B.ボリシャデ 　連邦航空相 2005～2006 n.a. 3) 2008.  7.
16. F.ファニ-カヨデ 　連邦航空相 2006～2007 2.5 2008.  7.
17. M.ボトマング 　プラトー州知事 2006～2007 15 2008.  7.
18. B.ハルナ 　アダマワ州知事 1999～2007 2.54 2008.  8.
19. R.ラドジャ 　オヨ州知事 2003～2007 60 2008.  8.
20. O.ジョージ 　連邦港湾局長 1999～2003 1,000 2008.  8.
21. N.ウグバネ 　連邦上院動力委員長 n.a. 3) 52 2009.  5.
22. N.エルメル 　連邦下院動力委員長 n.a. 3) n.a. 3) 2009.  5.
23. I.パウリヌス 　連邦下院農村開発委員長 n.a. 3) n.a. 3) 2009.  5.
24. J.モハンメド 　連邦下院動力副委員長 n.a. 3) n.a. 3) 2009.  5.
25. A.バファラワ 　ソコト州知事 1999～2007 150 2009.12.
26. A.アダム 　ナサラワ州知事 1999～2007 1 2010.  3.
27. N.エル-ルファイ 　連邦首都領相 2003～2007 n.a. 3) 2010.  5.
28. H.ラワル 　連邦労働住宅相 2008～2010 750 2011.  5.
29. D.バンコレ 　連邦下院議長 2007～2011 n.a. 3) 2011.  6.














また、2005 年９月 17 日には、産油州であるバイェルサ州知事の D.アラミエイェセイグハ
（Diepreye Alamieyeseigha）が、同じくロンドンで未申告の 10 万ドルを所持していて逮捕さ
れた。彼のロンドン市内の別宅から 100 万ドルの現金、そして銀行口座からは 80 万ポンド（同
104 万 8000 ドル）の不正預金が見つかった。彼もまた保釈後に帰国したが、EFCC の告発に
よりラゴスの高等裁判所で査問され、1999～2005 年の７年間で 10 億ドル以上のマネー・ロン
ダリングをした罪で有罪判決を受けた。 
なお、その発足から 2006 年までの間に、ICPC は 1,846 件、EFCC は 5,400 件の汚職事件
を受理し、そのうち 185 件と 300 件について有罪が確定した。両委員会が回収した横領金は、
各々39 億ナイラと 7,250 億ナイラ、合計で 7,289 億ナイラに達している。また、EFCC が 2003










ように、1966 年２月に NDVF を率いて「12 日間の共和国」を闘ったボロは、死刑の判決を受
けながらも、ゴウォン国家元首によって特別恩赦を与えられて、連邦政府軍のためにビアフラ
戦争に従軍した。また、2004 年９～10 月には、オバサンジョ大統領の仲裁によって、NDPVF
のアサリと NDVS のトムが、多額の補償金と引き換えに一部の武装解除に応じている。 
                                                          
(73) Enweremadu, D.U., op.cit., p.98 を参照。 
－ 64 － 



























                                                          
(74) The Constitution 1999, Chapter VI, The Executive, Part I, Federal Executive, D, The Public 
Service of the Federation, 175, Prerogative Mercy, Abuja を参照。 
(75) Ibaba, I.S., “Amnesty and Peace-Building in the Niger Delta : Addressing the 
Frustration-Aggression Trap”, Africana, Special Issue : The Niger Delta, Vol.5, No.1, 2011, p.246 を参
照。 
(76) “Amnesty : FG declares N20,000 monthly stipend for Repentant Militants,” Vanguard, 18th July, 
2009. 
(77) “Ex-militants get N10.2bn, JTF warns MEND,” Do., 9th October, 2009. 
－ 65 － 
ジャー・デルタ開発委員会（NDDC）の前委員長である T.アライベ（Timi Alaibe）を委員長
兼大統領特別補佐官に任命した。また、ヤラドゥア大統領が 2009 年 11 月 23 日に病気療養の
ため出国し、2010 年２月９日以降、副大統領のジョナサンが大統領代行を務めていたが、同年









一緒に武器が引き渡されることになった。2009 年 10 月４日の期限までに２万 192 名が投降し
てアムネスティ委員会に登録されたが、その州別内訳については、第 21 表に示した通りであ
る。同表にみられるように、リヴァーズ州が 6,997 名（全体の 34.7％）と最も多く、これにバ
イェルサ州の 6,961 名（34.5％）、デルタ州の 3,361 名（16.6％）が続いており、この３つの州
で全体の 85.8％を占めている。また、女性兵士も 133 名含まれているが、その主な役割は、武
                                                          
(78) The Constitution 1999, Chapter VI, The Executive, Part I, Federal Executive, A, The President of 
the Federation,136, Death, etc, of President-elect before Oath of Office, Abuja を参照。 
 
第 21 表 アムネスティ計画に合意した投降者：2009 年 10 月４日時点 
 
（出所） Amnesty Committee, Amnesty Programme, Abuja (http:// 
www.nigerdeltaamnesty.org/, 2011 年９月 10 日にアクセス）よ
り作成。 
　　州
リヴァーズ 6,958 39 6,997
バイェルサ 6,900 61 6,961
デルタ 3,361 3,361
オンド 1,198 2 1,200
エド 450 450
イモ 297 3 300
アクワ・イボム 155 8 163
クロス・リヴァー 159 1 160
不明 571 19 600
　合　計 20,049 133 20,192
男性 女性 合計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
－ 66 － 
器庫の管理や軍事キャンプ周辺の監視などであったという(79)。武装集団側からの強い要請によ
り追加の投降が認められて、アライベの後を引き継いだアムネスティ委員会の K.クク
（Kingsley Kuku）委員長の発言によると、最終的な投降者数は 2012 年 10 月時点で３万名に
なった(80)。この数は、連邦政府が当初に予想した人数の３倍である。 
 第 22 表は、2009 年 10 月４日までに投降した武装集団の主たるリーダーと武器類について
示したものであるが、同表に見られるように、アサリの率いる NDPVF を除き、MEND など
の主たる武装集団が投降に合意して、武器類を引き渡している。武器類の総数とその種類の詳
細については明らかではないが、2009 年 10 月４日時点において、機関銃類が 3,454 丁、ライ









2009 年８月 22 日、MEND のバイェルサ州指揮官を務めていたベンは６人の幹部とおよそ
1,000 人の兵士とともに投降し、同上表に見られるような多数の武器類を引き渡したが、投降
の「証し」として MEND のロゴ入りの防弾チョッキをバイェルサ州の上級職員に手渡し、こ
れを受け取った同州知事の T.シルヴァ（Timipre Sylva）は、この８月 22 日を同州の毎年の「平
和回復の祝日」にすると宣言した(84)。 





                                                          
(79) “Tales from repentant female militants : We were as daring as the men,” Vanguard, 28th March, 
2013. 
(80) “Nigeria enlists 30,000 ex-militants in Presidential Amnesty Programme, says Kuku” Premium 
Times, 24th December, 2012. 
(81) “FG destroys ex-militants weapons today, “ Vanguard, 25th May, 2009. 
(82) “Akpososo urges FG not to destroy arms surrendered by ex-militants,” Do., 2nd November, 2009. 
(83) “Ex-militants : Owei tasks FG on establishment of state police,” Do., 9th October, 2009. 
(84) “Amnesty : militants surrender 520 arms, 14 gunboats in Bayelsa,” Do., 22nd August, 2009. 
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































いない。さすがに、投降期限後の２ヶ月間に襲撃事件はなかったが、同年 12 月 19 日に襲撃が
再開されて、2010 年には、前年の 35 件を上回る 42 件の襲撃事件が発生している。この 42 件
                                                          
(85) “Post-amnesty : How Govt’ll engage ex-militants,―Abbe,” Do., 5th October, 2009. 
(86) “Amnesty deadline : Militants in last minute rush to surrender,” Do., 4th October, 2009. 
(87) Ibid を参照。 
－ 69 － 
の襲撃事件のうち、MEND は５件について犯行声明を公表しているが、MEND の南部地区の
幹部である K.S.トルグヘディ（Kile Selky Torughedi）など、投降を拒否した一部の幹部たち
が部下を率いて襲撃を続けたからである。 
 こうした襲撃事件の継続に対して、ジョナサン大統領はアムネスティ計画への追加登録を認




前の 2009 年６月時点の日産 70 万バーレルから、2012 年５月には同 240 万バーレルの水準に
まで回復しており(88)、過去 15 年に亙って展開されてきた「石油戦争」は―少なくとも襲撃事
件という意味では―ほぼ終焉したと言ってよいであろう。 
















義集団であるボコ-ハラムが 2014 年４月にボルノ州で起こした女子中高校生 200 名以上の誘
拐・拉致事件に対しては、「あれは、ペテン師のやることだ」と批判している(91)。 
                                                          
(88) “FG to train 200 ex-militants in Ondo,” Vanguard, 24 May, 2012.  
(89) “Dokubo-Asari at 50 : I became radicalized after converting to Islam,” Do., 14th June, 2009. 
(90) 筆者は、1994～1995 年にかけて、両大学を訪れる機会を得た。 
(91) “Chibok kindnap a scam, says Asari Dokubo,” Vanguard, 19th May, 2009. 
－ 70 － 













 他方、2009 年７月 13 日にアムネスティ計画に早々に合意し、字義通りの特別恩赦を受けて
獄中から釈放されたオカーは、その後どうしたのであろうか。オカーは、釈放後に病気療養の
ため、永住権を持つ南アフリカに出国していたが、2009 年 10 月 19 日、大統領の専用機でヨ
ハネスブルグからアブジャに帰国し、ヤラドゥア大統領と秘密会談をもった。当時の同大統領





後、2010 年 10 月２日、ヨハネスブルグの自宅で南アフリカの警察によって逮捕・拘禁された。
その罪状は、前日の 10 月１日のアブジャにおける、ナイジェリア独立記念式典での爆破事件




撃証人を呼び寄せて長期にわたる裁判を争ったが、結局のところ、2013 年３月 26 日、ヨハネ
                                                          
(92) “Jonathan will occupy Aso Rock for 8 years, Asari Dokubo,” Do., 3rd March, 2012.  
(93) “FG appoints Sultan, Dokubo as members of Haji delegation,” Do., 18th September, 2012. 
(94) “Yar’Adua, Henry Okah hold secret talks,” Do., 20th October, 2009. 
(95) “S.Africa court defers Okah sentencing,” Do., 1st February, 2013. 




















例えば、2009 年９月４日には、バイェルサ州のイェナゴアの町で、ベン配下の元 MEND 兵
士 200 名が「ベンは、1,000 万ナイラに上る我々の金を支払え！」との抗議デモを起こして、




員会のクク委員長によると、2014 年度には 358 億 3000 万ナイラの支出が見込まれるという(99)。
この金額は、2014 年度連邦政府予算案における経常支出３兆 5420 億ナイラの１％を占めるに
すぎないが、農業・農村開発省の 314 億 9350 万ナイラ、労働省の 285 億 35 万ナイラ、ある
いは大統領府の 250 億 1672 万ナイラなど、多くの連邦政府省庁の経常予算額を上回る規模で
                                                          
(96) “Abuja, Warri Bombing : Henry Okah to spend 24 yrs in prison,” Do., 27th March, 2013. 
(97) “Amnesty : Militants protest in Yenagoa,” Do., 5th September, 2009. 
(98) “Ex-militants allege fraud in payment of allowances,” Do., 10th November, 2010.  
(99) “FG to spend N35.83 bn on ex-militants in 2004,” Do., 28th February, 2014. 
－ 72 － 
ある(100)。 
なお、このアムネスティ計画に対しては、内外からの支援も多く、例えば、欧州連合
（European Union, EU）は、2009 年 12 月に、向こう５年間に亙って、合計６億 7700 万ユー
ロ（約 1,386 億ナイラ）をナイジェリア連邦政府に対して支援するとしている。他方では、2011























                                                          
(100) Budget Office, Federal Ministry of Finance, Understanding Budget 2014, Abuja, 2014, pp.10-11 を
参照。 
(101) “FG rejects of oil firm’s $ 30 m for ex-militants’ training,” Vanguard, 13th February, 2011. 
(102) この専門家チームの招聘に対しては、「彼らはナイジェリアの事情に精通していない。国内にも専門家
は多数いる」との批判が出されている。“Ex-militants : Biometrics, medical check-up precede training,” 
Do., 29th June, 2010 を参照。 
(103) “Oli & gas, maritime to absorb 7,000 ex-militants,” Do., 24th August,, 2010. 






























                                                          
(104) “FG empowers 300 ex-Niger Delta militants,” Do., 12th April, 2013.  
(105) “FG secures release of 27 ex-militants detained in Ghana,” Do., 9th February, 2011. 
(106) “3 ex-militants perform solo flight at aviation academy in S-Africa,” Do., 5th October, 2011. 
(107) “Oil workers demand employment for repentant militants,” Do., 5th October, 2009. 


























 その後、しばらく経たのち、オバサンジョ連邦軍事政権下の 1978 年にナイジャー・デルタ
流域開発公社（Niger Delta Basin Development Authority, NDBDA）に改組されたが、同公
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年 月 日 　歴代政権と主な政治的事件 新州増設 ナイジャー・デルタ関連事項 *
1958. 7. 30. ウィリンク委員会報告公表
1960. 10. 1. 　ナイジェリア連邦独立（北部カメルーン参加） ３州体制
10. 16.  　N.アジキィウェ総督、 A.T.バレワ初代首相
− − ①ナイジャー・デルタ開発局設置
1963. 8. 9. ４州体制
. 10. 1. 　共和制移行（第一共和政）、1963年憲法施行
　　N.アジキィウェ(初代大統領)政権発足
1966. 1. 15. 　クーデター。A.T.バレワ暗殺
1. 16. 　J.T.U.アギー -イロンシ軍事政権発足
7. 29. 　クーデター。J.T.U.アギー -イロンシ暗殺
8. 1. 　Y.ゴウォン軍事政権発足
1967. 5. 27. 12州体制
5. 30. 　C.O.オジュク、ビアフラ共和国宣言
7. 6. 　ビアフラ戦争勃発
1970. 1. 12. 　ビアフラ戦争終結
1975. 7. 29. 　クーデター。Y.ゴウォン追放、
　　M.R.ムハンメド軍事政権発足




1979. 10. 1. 　民政移管（第二共和政）、1979年憲法施行
　　S.A.U.シャガリ政権発足
1983. 10. 1. 　S.A.U.シャガリ第２次政権発足
12. 31. 　クーデター。S.A.U.シャガリ追放
1984. 1. 3. 　M.ブハリ軍事政権発足
1985. 8. 27. 　クーデター。M.ブハリ追放
8. 30. 　I.B.ババンギダ軍事政権発足
12. 20. 　クーデター未遂。M.バッツア、後に処刑
1986. 1. 13. 　I.B.ババンギダ、民政移管スケジュール公表
1987. 9. 23. 21州体制
4. 22. 　クーデター未遂。G.オカール、後に処刑
1990. 8. 26. ●オゴニ生人存運動(MOSOP)結成、「オゴニ権利章典」公表
1991. 8. 27. 30州体制
1992. 7. − ③石油鉱産物生産地域開発委員会に改組





1996. 10. 1. 　S.アバチャ、民政移管スケジュール公表　 36州体制
1997. 12. 21. 　クーデター未遂。O.ディヤ、後に逮捕
1998. 6. 8. 　S.アバチャ病死。　
　　A.アブカバカール軍事政権発足
12. 11. ●イジョ青年会議(IYC)結成、「カイアマ宣言」公表
1999. 3. 15. ポポーラ委員会報告公表
5. 29. 　民政移管(第四共和政）、1999年憲法施行
　　O.オバサンジョ政権発足
2000. 7. 12. ④ナイジャー・デルタ開発委員会に改組
2001. 2. 19. オゴムディア委員会報告公表
2003. 5. 29. 　O.オバサンジョ第２次政権発足
− − ●ナイジャー・デルタ自警サービス(NDVS)結成
− − ●ナイジャー・デルタ人民義勇軍(NDPVF)結成
2004. − − ナイジャー・デルタ開発委員会『基本計画』公表
2005. − − ●ナイジャー・デルタ人民解放運動(MEND)結成
2006. − − 国連開発計画『ナイジャー・デルタ人間開発報告』公表
2007. 5. 29. 　U.M.ヤラドゥア政権発足
− − ●ナイジャー・デルタ人民襲撃軍(NDSF)結成
2008. 9. 10. 連邦ナイジャー・デルタ省設置
11. − ミッテー委員会報告公表
2009. 6. 25. 連邦政府「アムネスティ計画」公表
7 − ビジョン2020作業部会『ナイジャー・デルタ/地域開発』公表
11. 23.   U.M.ヤラドゥア大統領、病気治療のため出国
11. − 国連開発計画『ナイジェリア人間開発報告』公表
2010. 2. 9. 　G.ジョナサン、大統領代行
5. 5.   U.M.ヤラドゥア大統領、病死
5. 6. 　G.ジョナサン、憲法の規定より大統領に就任
2011. 4. 16.   G.ジョナサン、大統領選挙で当選・政権発足
− − 国連環境計画『オゴニランド環境評価』公表
2015. 4. 1. 　M.ブハリ、大統領選挙で当選確定




～85 年）では、11 社の河川流域開発公社の下で合計 100 の連邦政府プロジェクトが策定され、
これに 75 の各州政府プロジェクトを加えた「灌漑部門」には、農業部門予算額の 25.5％に相
当する 22 億 5480 万ナイラが計上された(108)。 
こうした中にあって、ナイジャー・デルタは「特別な地域」ではなく、多数の中の一つにす
ぎなくなったのであるが、その後、またしばらく経った 1992 年７月、ババンギダ連邦軍事政


















1993 年 11 月、アバチャ連邦軍事政権は、オゴニ人生存運動が高揚する中で、連邦石油相の
                                                          
(108) 室井義雄「ナイジェリアの大規模灌漑計画と土地・農民問題」（『アフリカ レポート』第３号、1986
年９月、20～22 頁所収）を参照。 
(109) Oboreh, J.S., “The Origins and the Causes of Crisis in the Niger Delta : The Way forward,” in 
Ojakorotu, V., ed., Anatomy of the Niger Delta Crisis : Causes, Consenquences and Opportunities for 
Peace, Berlin, Lit, 2010, p.23. 
(110) 以下の諸委員会報告については、Technical Committee on the Niger Delta, Report of the Niger Delta, 
Vol.1, Abuja, November 2008, pp.13-46 を参照。 
































































                                                          
(111) 「ポポーラ委員会」の報告書については、The Popoola Report : Report of the Presidential Committee 
on Development Options for the Niger Delta, Abuja, 15th March, 1999, pp.65-95 を参照。 































                                                          
(112) 「オゴムディア委員会」の報告書については、The Ogomudia Report : Report of the Special Security 
Committee on oil Producing Areas, Abuja, 19th February, 2001, pp.1-38 を参照。 



























オゴニ人生存運動（MOSOP）の議長である L.ミッテ （ーLedum Mitee）が就任した。ヤラドゥ
ア大統領は、委員長候補として、前連邦財務相で経済学者の K.I.カル（Kalu Idika Kalu）を
推薦していたが、委員会内部の議論によって、ミッテーが委員長に決まったのである。委員長
を除く他の委員は合計 43 名で、これに非委員の専門家 19 名、事務局 15 名を加えた大所帯の
                                                          
(113) 「ミッテー委員会」の報告書については、Technical Committee on the Niger Delta, op.cit, pp.1-152
を参照。 






























連邦政府が以前に通達したように、2008 年 12 月 31 日までに天然ガスの焼却処分を止める、
⑧65 歳以上の高齢者、５歳以下の乳幼児、および妊婦に対する医療費を無料とする、⑨全ての
公立小中学校を改修し、また、教員を充実させる、および⑩2009 年 12 月までに、連邦政府は、 
－ 82 － 



























（出所）(1) Technical Committee on the Niger Delta, Report of the Niger Delta, Abuja, November 2008, 
p.123. 
(2) Omoyola, S., "Niger Delta Technical Committee(NDTC) and the Niger Delta Question," in 
Ojakorotu, V., ed., Anatomy of the Niger Delta Crisis : Causes, Consequences and Opportunities 
for Peace, Berlin, Ｌｉｔ, 2010, pp.109-110. 
(3) Nigerian International Biographical Centre, The New Who's Who in Nigeria, Lagos, NIBC, 1999
より作成。 
氏名 主な経歴等 出身州
 1. L.ミッテー オゴニ人生存運動議長（本委員会委員長） リヴァーズ
 2. K.I.カル 前連邦財務相 アビア
 3. A.アニ 前連邦財務相 アクワ・イボム
 4. S.オム 前連邦上院議員 デルタ
 5. N.エシエン 前連邦下院議員 アクワ・イボム
 6. T.エス 前連邦下院議員 デルタ
 7. S.アマディ 前連邦上院議長特別補佐官 リヴァーズ
 8. T.アライベ ナイジャー・デルタ開発委員会委員長 バイェルサ
 9. A.ベレドゥゴ ナイジャー・デルタ開発委員会計画局長 バイェルサ
10. J.A.エセイモクモ ナイジャー・デルタ開発委員会委員、会計士 バイェルサ
11. L.エクペブ 前ナイジャー・デルタ開発委員会大統領監視委員会委員長 バイェルサ
12. T.ウランタ ナイジャー・デルタ統合エネルギー開発保安戦略議長 リヴァーズ
13. J.イホンブベレ 前オバサンジョ大統領特別補佐官、政治学教授 エド
14. M.N.アベ リヴァーズ州国務長官 リヴァーズ
15. D.I.ケケメケ オンド州国務長官 オンド
16. C.アンヤンウ イモ州知事特別補佐官、弁護士 イモ
17. T. プリンセウィル 行動会議党員、前リヴァーズ州知事候補 リヴァーズ
18. C.エドソムワン 前エド州司法長官 エド
19. G.エコング 前アクワ・イボム州国務長官 クロス・リヴァー
20. U.G.オガール 前クロス・リヴァー州民政局長 クロス・リヴァー
21. E.C.アディエレ 前イモ州金融経済長官 イモ
22. O.オケイ 前オンド州産油地域開発委員会委員長 オンド
23. I.ジェミデ 前ベンデル州上院議員 デルタ
24. G.M.ウメズリケ 前イモ州立大学副学長 イモ
25. J.C.オグボンナヤ 前アビア州立大学副学長、外科医 アビア
26. B.I.C.イジェマー 前ベンデル州立大学社会学部長 デルタ
27. O.オノゲ 前ジョス大学社会学部長 デルタ
28. A.I.スピッフ 前ポート・ハーコート大学教授 リヴァーズ
29. A.イケイン 米国デレワレ州立大学教授 バイェルサ
30. Y.バニゴ ポート・ハーコート大学歴史学講師 バイェルサ
31. P.キング フルブライト研究員、教授 デルタ
32. B.ジャマホ 弁護士 クロス・リヴァー
33. G.イヘトゥ 前国営石油公社エンジニアリング技術局長 エド
34. C.ウゴウォハ トータル探査生産会社 リヴァーズ
35. N.トヨ ジェンダー開発行動議長（本委員会書記長） クロス・リヴァー
36. A.ンシリモブ 人権法研究所長 リヴァーズ
37. B.ボイェガー 市民運動指導者 エド
38. A.ダフィオゴ 米国ナイジャー・デルタ離散者協会代表 デルタ
39. O.オグオコ 英国ナイジャー・デルタ離散者協会代表 リヴァーズ
40. S.アムカ ヴァンガード新聞編集者、ジャーナリスト デルタ
41. P.エブハレマン 元海軍少将 エド
42. C.エメイン 元陸軍准将 デルタ
43. P.E.オビ 元陸軍大佐 クロス・リヴァー
44. W.オフナヨ 元陸軍大佐 オンド

































































































（本稿は、平成 26 年度専修大学長期国内研究員に係わる研究成果の一部である） 
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（出所） Ijaw Youths of The Niger Delta, The Kaiama Declaration, Kaiama (http://www.unitedijaw.com/ 
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（出所） "Yar'Adua grants militants unconditional amnesty, frees Henry Okah," Vanguard, 25th June, 2009 より
筆者全訳。 
　　特別恩赦令
　　ナイジェリア連邦共和国憲法第175条に従って、
　　ナイジェリア連邦共和国政府は、ナイジャー・デルタにおける様々な挑戦が、主として、当該地域の人々の熱望や願望に対し
　て、これまで十分に応えて来なかったこと、および、当該地域の持続可能な発展のための諸機構を十分に発動させて来なかっ
　たことに起因しているということを、認識している。
　　ナイジャー・デルタの住民のある部分は、当該地域の発展を扇動するため、軍事力を含む非合法手段に訴えて、それにより、
　国家の平和、安全、秩序、良い統治を脅かし、また、国家の経済を危機的状況に晒してきた。
　　政府は、武装集団の兵士の多くが強壮な若者たちであり、彼らのエネルギーがナイジャー・デルタと国家の発展のために最
　大限に利用できるということを、はっきりと理解している。
　　政府は、ナイジャー・デルタの武装集団に直接的、間接的に係わっている全ての人々が、機構化された権威を尊重する方向
　に戻って、
　　そして、
　　武装闘争に従事している多くの人々が、今や、特別恩赦を受け入れ、許しを請うことを望むようになることを、期待する。
　　それ故、今、ナイジェリア連邦共和国大統領、I.ウマル・ムサ・ヤラドゥアは、各州評議会と協議の後、そしてナイジェリア
　共和国憲法第175条によって私に与えられたけ権限を行使して、以下の布告を行なう。
　　
　　私は、ここに、ナイジャー・デルタにおいて武闘活動を直接的、間接的に行ない、犯罪者の立場にある全ての人々に対して、
　特別恩赦を与え、無条件の免罪を与える。
　　この特別恩赦は、ナイジャー・デルタの各州で政府によって設置されたセンターのうちの最も近い場所において、ここに記し
　たスケジュールに従い、全ての装備、兵器、武器、弾薬の類を引き渡し、国軍の様式によって廃棄が実行された時に、その
　該当者に対して有効となる。
　　この布告に基づき与えられる特別恩赦は、武闘活動によって現在起訴中の身にある全ての人々に対しても適用される。
　　そして、
　　この布告は、2009年10月４日、日曜日を過ぎると、効力を失う。
　　私の手により、2009年 日
　　ウマル・ムサ・ヤラドゥア
